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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構はフィリピン共和国政府からの要請を受けて、同国政府機関と技術

協力プロジェクト「フィリピン国高生産性稲作技術の地域展開計画」に関する協議議事録（Record 

of Discussion）等の署名・交換を行い、本プロジェクトを2004年11月15日より5年間の計画で実施

してきました。 

このたび、プロジェクトの協力期間の終了を2009年11月に控え、国際協力機構は2009年6月28日

から7月25日まで、国際協力専門員、時田邦浩を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しまし

た。同調査団は、フィリピン共和国側評価団と合同で、プロジェクト開始後の活動実績等につい

て総合的評価を行いました。これらの評価結果は、日本国・フィリピン共和国双方の評価団によ

る討議を経て合同評価報告書として取りまとめられ、署名・交換のうえ、両国の関係機関に提出

されました。 

本報告書は、同調査団による協議及び調査結果等を取りまとめたものであり、今後、広く活用

され、日本国・フィリピン共和国両国の親善、及び国際協力の推進に寄与することを願うもので

す。 

終わりに、この調査の実施にあたり、ご協力とご支援を頂いたフィリピン共和国関係者並びに

わが国関係者に対し、厚く御礼を申し上げるとともに、当機構の業務に対して今後とも一層のご

支援をお願いする次第です。 

 

 平成21年9月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 小原 基文 
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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：高生産性稲作技術の地域展開計画 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部水田地帯グループ 協力金額（終了時見込み）：4億5,300万円 

先方関係機関：農業省 フィリピン稲研究所

（Philippine Rice Research Institute：通

称フィルライス/PhilRice） 

 

 

協力期間 

2004年11月15日～ 

2009年11月14日 

日本側協力機関：農林水産省、独立行政法人農業・

食品産業技術総合研究機構 

１－１ 協力の背景と概要 

フィリピン共和国（以下、｢フィリピン｣と記す）の農業においてコメは最重要作物であり国

民の80％以上が主食としており、国民1人当たりの年間消費量は日本を上回る。しかしながら単

収は全国平均では低く、品種改良、機械化、栽培体系の確立が強く求められてきた。これらの

状況を改善すべくわが国はフィルライスに対し無償資金協力を実施し、1991年に研究施設を完

成させ、1992年から1997年まで5年間にわたりプロジェクト方式技術協力「フィリピン稲研究計

画」を実施し、その後小規模農家向け技術の研究開発を目的として1997年から5年間のプロジェ

クト方式技術協力｢高生産性稲作技術研究計画｣を実施した。これらの協力の結果、フィルライ

スの研究開発能力は飛躍的に向上した。 

しかしながら依然として農家圃場レベルでの収量は低く、中央の研究機関で開発された技術

が各地域の特性に即した形で改良されておらず、地方レベルで十分に利用されていないことが

問題となっていた。こうした状況の下、フィリピン政府はわが国に対し、地域に適合した技術

の研究開発及びその普及を目的とした新たな技術協力プロジェクトを要請した。JICAは2003年

10月と2004年3月に事前調査を行い、2004年10月に5年間にわたる本技術協力の枠組みを取り極

めたR/D（Record of Discussion）をフィリピン政府との間で署名した。 

JICAは署名したR/Dに基づき2004年11月15日以降、北西ルソンと中部ルソン、加えて北部ミン

ダナオの一部の 3 カ所をプロジェクト対象地区として、各地域の地域適合型技術

（Location-Specific Technology：LST）の実証を行う計7カ所の技術実証展示圃場（Technology 

Demonstration Farm：TDF）での活動、及びTDFでの成果を踏まえ、地方自治体（Local Government 

Unit：LGU）が主体となり展開する展示圃場（Demonstration Farm：DF）におけるモニタリング

活動を行う当プロジェクトを展開してきた。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

1）対象地域において稲の生産性が向上する。 

2）対象地域において農家の農業所得が向上する。 

 

（2）プロジェクト目標 

参加農家での稲の生産性が向上する。 

 

（3）成 果 

1）本所（中部ルソン：ムニョス）及び各支所（北西ルソン：バタック、北部ミンダナオ：

アグサン）において、地域適合型技術体系が開発される。 

2）稲作技術を中心とした技術支援体制が対象3地域で構築される。 



 

 

（4）投入（終了時評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣：6 名 

短期専門家派遣：10名 

研修員受入れ：16名 

機材供与：約7,600万円 

ローカルコスト負担：約5,300万円 

フィリピン側： 

カウンターパート配置：30名 

ローカルコスト負担：約2,700万円 

土地・施設提供：本所及び各支所における執務室等 

 

２．評価調査団の概要 

（1）日本側調査者 

団 長 ：時田 邦浩 JICA 国際協力専門員 

栽培・普及 ：福嶌 陽 （独）農業・食品産業技術総合研究機構 東北農業センター 

評価分析 ：今野 公博 （株）VSOC 第二事業部 主任 

計画管理 ：宮下 明子 JICA農村開発部 水田地帯グループ 水田地帯第一課 職員 

（2）フィリピン側調査者 

団 長 ：Edmund J. Sana, Member, Secretary’s Technical Advisory Group, Department of 

Agriculture 

普 及 ： Soledad Mina-Roguel, Dean, Institute of Graduate Studies, Central Luzon State 

University 

評価分析 ：Josue S. Falla, Chief Technology and Product Promotion Division, Philippines-Sino 

Center for Agricultural technology, Director II, Bureau of Postharvest Research and 

Extension 

計画管理 ：Evelyn Valeriano, Project Development Officer, Special Project Coordination and 

Management, Assistance Division, Department of Agriculture 

（3）調査期間：2009年6月28日から2009年7月25日まで 

（4）評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成 果 

1）指標1-1：TDFにおいてコメ生産性が1t/ha増加する。 

実績： 7カ所のTDFのうちカバナツアン（中部ルソン）を除いて、雨期作または乾

期作のいずれかまたは両方で達成できている。 

2）指標1-2：少なくとも3つの技術要素をもつ地域適合型技術体系が各対象地域で開発さ

れる。 

実績： 3地域すべてにおいて3つ以上の技術要素を含んだ地域適合型技術体系が開

発されている。 

3）指標1-3：低日照耐性の育種系統が3つ以上検討され、少なくとも1品種が普及される。

実績： 3系統以上の低日照耐性がフィルライス・アグサン支所で検討され、PJ7が

NSIC Rc146として普及されている。 

 

 



 

 

4）指標2-1：稲または稲を中心とした農業生産普及マニュアルが対象地域で開発される。

実績： 4種類（稲作技術マニュアル、野菜生産マニュアル、技術者普及マニュアル、

地域別技術パッケージ）の農業生産普及マニュアルの開発が完了し、もう1

種類（普及員マニュアル）は2009年10月までに完成する。 

5）指標2-2：TDFで少なくとも105名の普及員と140名の農民が、LSTに関して研修を受け

る。 

実績： 269名の普及員、851名の農民が研修を受けた。 

 

（2）プロジェクト目標 

1）指標1：少なくとも70％の参加農家が、少なくとも3つの地域適合型技術を導入する。

実績： 中部ルソン及び北西ルソンでは100％、北部ミンダナオでは90％以上導入して

いる。 

2）指標2：少なくとも参加農家の70％はコメ生産性が1t/ha向上する。 

実績： 7つの地区のうち、中部ルソンの3地区すべて、北西ルソンではクリマオで達

成した。北部ミンダナオでは達成したところはない。よって7地区のうち4地

区が達成した。 

3）指標3：稲を中心とした農業生産により参加農家の農業収入が平均15％増加する。 

実績： 7つの地区すべてにおいて目標の15％を超えている。 

4）指標4：地方自治体（LGU）は、当該市町村に2カ所以上DFを設置する。 

実績： TDF活動がまだ終了していない北部ミンダナオのブツアンを除いた6地区で

は2カ所以上のDFが設置されている。 

 

３－２ 5項目評価 

（1）妥当性：高い 

プロジェクトは農民の生計向上に焦点を当てており、LST等の技術はこの課題に応える

ことができた。また、このプロジェクトはフィリピン政府のコメ増産プログラムである

GMA（基幹作物生産振興計画）に沿っている。また日本の技術の優越性、ODAの経験か

らみても妥当性は高い。対象地域は、地域適応型技術開発という本プロジェクトの目標に

対応した適切な3地区が選定されている。 

 

（2）有効性：高い 

プロジェクト目標の指標の1、3、4については既に達成しており、プロジェクト目標2に

ついては、「70％のPF（Participating Farmer：TDF研修に参加する農家）が生産性を1t/ha増

加させる」という目標に対し52％のPFが達成している。協力期間内のプロジェクト目標の

達成が見込まれるところ、本協力実施の有効性は高いと判断される。また、各成果の達成

によるプロジェクト目標達成の道筋は明確である。 

 

（3）効率性：高い 

本協力の事業運営において、日本側・フィリピン側双方の投入のタイミング、期間、専

門家の分野は適切であり、活動は成果の達成に効率的に結びついている。プロジェクトで

開発した技術普及方法により、農業技術者が農家の生産性と収入を増加させる技術普及を

効率的に行えるようになった。地域適合型技術体系（Location-Specific Technology Package：

LSTP）導入により、生産のための投入コストを減らすことができ、その結果収入を増加で

きた農家も多い。 

 

 



 

 

（4）インパクト：正のインパクトをもつ 

本協力においては、次のような正のインパクトが見られた。TDF参加農家の多くが、非

参加農家に技術を伝え始めており、非参加農家がTDFで開発された技術を既に適用してい

る例が多くあった。よって、上位目標である対象地区における稲の生産性向上、生産量増

による農家の農業所得向上の達成が見込まれる。また、プロジェクト活動を通じて参加農

家が組織化の必要性を認識し、協同組合を設立したところもあった。本調査において、負

のインパクトは特定、報告されなかった。 

 

（5）自立発展性：ある程度高い 

本協力の自立発展性は、地方自治体の財政面での制約等はあるが、政策・制度・財政面

においてある程度高いと想定される。フィルライスは引き続き稲作農業の技術研究・開発

を行う政府機関であり、今後もその役割は継続される。稲作振興のためのGMAコメプログ

ラムは継続される見込みであり、そのなかで地域適応型技術の開発・普及アプローチが採

用されることとなっている。またプログラムに係る予算はすべてフィリピン政府から支出

されており、引き続き予算が確保される見込みである。DF運営に係るLGUの予算は限られ

ている。普及員の交通費の確保は課題として残されているが、DF運営のために必要な予算

は確保できると見込まれる。また、TDF協力農家及び参加農家のほとんどは、TDFで自分

たちが必要とする技術を十分学び、独力で継続することができる見込みである。 

 

３－３ 結 論 

プロジェクトは計画どおりに進んでいて、プロジェクト終了までにすべての必要な活動は終

了する見込みである。成果の達成、プロジェクトと目標の達成の可能性も高い。よってプロジ

ェクトは計画どおりに終了する。 

 

３－４ 提 言 

（1）協力期間中に実施すべきこと（主にフィルライスにより実施） 

1）LGUがDFを実施するうえで、予算や人員面等スムーズな実施を行うために、LGUの首

長のコミットメントを引き出すべきである。 

2）実証圃場を造る前のアセスメントは各種の専門家チームにより地域の農業条件、農村

社会経済など総合的観点からの実施を徹底すべきである。普及員の活動報告では、農家

のニーズに応えられるよう問題点と原因を含めるようにするとともに、フィードバック

をする体制を構築し、技術の更新などに努めるべきである。 

3）収量目標を達成できなかった農家についてはその原因究明にあたり、関係機関との連

携によって対応策を講じるべきである。 

4）Agricultural Technologists（AT）ガイドの配布にあたり、TDF-DFによるLST開発・普及

手法の全容が分かるようなフローチャート、普及員の規範を加え、囲み記事を設けるな

どの改善を加えるべきである。 

5）TDFで269名の普及員が研修を受け農家への普及を行っているが、そのなかでDFを実

践したのは32名である。DF活動の拡大に伴い、研修修了者の活用を図るべきである。 

6）計画されているセミナーは関係者を招いて各サイトの今後の取り組みを5カ年計画に

するなど、今後の活動の継続を見据えた議論を行うことが重要である。 

 

（2）プロジェクト終了後に実施すべきこと（主にフィルライスにより実施） 

1）LSTを検討する際に自然条件については技術的検討がなされているが、農家の資本投

資能力、リスク回避の考え方、稲作への重みづけといった社会経済的な検討・対応を強

化すべきである。 



 

 

2）野菜栽培については市場が飽和して価格の下落が起きないように生産の多様化を図る

など市場を見据えた取り組みに注意を払うべきである。 

3）稲作に関しては比較的安価なインブレッドをLSTで使用できるように継続的に育成す

べきである。 

4）非灌漑地に利用できるパライチェックを開発すべきである。 

 

（3）フィリピン農業省に対して 

1）TCP3のアプローチと農業省の他のプログラムとの競合 

農業省により国家プログラムとしてQuick Turn Around（QTA）という三期作奨励プロ

グラムが導入されているが、本プロジェクト（Technical Cooperation Project3：TCP3）で

は、病害虫被害の低減を目的として二期作を奨励している。参加農家はQTAを受け入れ

ていないが、周辺農家が実施するとその影響を受けることがある。LSTが確立している

ところでは国家プログラムよりLSTを優先すべきである。 

 

３－５ 教 訓 

（1）プロジェクト開始時、プロジェクト実施機関及び関連機関は各機関の役割や積極的な参

加のあり方について、できるだけ明確に関係者で共有すべきである。 

 

（2）プロジェクトサイト選定において、ベースラインデータ、その他情報の分析が重要であ

る。 

 

（3）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）における指標としての目標値は、自立

発展性を考えた際には数値目標の達成上にプロセスが重視されるということについて、関

係者間での認識の共有が重要である。 

 

（4）農民学習センターの設置は、農家の情報交換の場として有益である。 

 



 

終了時評価調査結果要約表 

1. Outline of the Project 

Country：Philippines Project title：The Project on the Development and 

Promotion of Location‐Specific Integrated 

High‐Yielding Rice and Rice-Based Technologies 

Field：Rural Development ODA mode：Technical Cooperation Project 

Handling Dept.: 

Rural Development Department of JICA 

Cooperation Amount：453 million Yen 

Philippines related Agency：Philippine Rice Research 

Institute (PhilRice) 

Period of Cooperation : 15 Nov. 2004 -14 Nov. 

2009 

Japanese Cooperation Agency ： 

Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries, 

National Agriculture and Food Research Organization 

1-1. Background of the Project 

Rice is the main staple food in the Philippines. However, there is continued shortage of local 

production thus, it is necessary that productivity be significantly increased to attain sustainable rice self 

sufficiency. This can be achieved partly by developing and promoting appropriate productivity -enhancing 

technologies. 

In response to the request by the Government of the Philippines, JICA has assisted the Philippine Rice 

Research Institute (PhilRice) to enhance it capability in rice technology development and promotion. This 

started with the implementation of the Grant Aid from 1989 to 1991 and accelerated with the first Technical 

Cooperation Project (TCP1) from 1992 to 1997 and the second Technical Cooperation Project (TCP2) from 

1997 to 2002. The research capabilities of PhilRice were improved through TCP1, and farming technologies, 

mainly for small scale rice farmers, were developed through TCP2. 

However, farm productivity of rice remains low in many rice farms at various locations in the country. 

Thus, PhilRice as the main source of new and improved rice technologies is expected to utilize its highly 

upgraded research capabilities to develop location-specific technology packages considering and analyzing 

various conditions such as climate, soil and social status of the farmers and farming systems. The third 

Technical Cooperation Project (TCP3) was proposed to the Government of Japan in 2002 to address this.   

     Preparatory Study Missions were dispatched in 2003 and the framework of TCP3 was officially agreed 

between JICA and Philippine authorities with the signing of the Record of Discussions on 18 October 2004. 

The Project started on 15 November 2004. 

 

1-2 Summary of the Project 

(1) Overall Goal 

1) Productivity in the target areas of rice is increased. 

 2) Agricultural income of farmers in the target areas is increased. 

(2) Project Purpose 

Rice productivity of participating farmers is improved. 

(3) Output 

1) Suitable input and location-specific technology packages are developed in each target area. 

2) Technology promotion systems focused on rice technology are established in the target areas. 

(4) Input (as of July 2009) 

1) Japanese Side 



 

a) Dispatch of experts: 6 long-term experts, 10 short-term experts  

b) Counterpart training in Japan: 16 CPs  

c) Equipment: About 76 million yen  

d) Local cost: About 53 million yen 

2) Philippines Side 

a) Counterpart to the experts: 30 CPs  

   b) Local Cost: About 27 million yen  

2. Outline of the Mission 

(1) Japanese members 

Mr. Kunihiro Tokida Team Leader, Senior Advisor, JICA 

Mr. Akira Fukushima Agronomy/Extension, Senior Researcher, Research Center for Tohoku 

Region, National Agricultural Research Organization 

Mr. Kimihiro Konno Evaluation Analysis, Chief, Second Business Department, VSOC Co., 

Ltd 

Ms. Akiko Miyashita Cooperation Administration, Assistant Director, Paddy Field Based 

Farming Area Division 1, Rural Development Department, JICA 

(2) Philippines members 

Mr. Edmund J. Sana Team Leader, Member, Secretary’s Advisory Group, Department of 

Agriculture 

Mr. Soledad Mina- 

Roguel 

Extension, Dean, Institute of Graduate Studies, Central Luzon State 

University 

Mr. Josue S. Falla Evaluation Analysis, Chief, Technology and Product Promotion Division, 

Philippine-Sino Center for Agricultural Technology Director II, Bureau of 

Postharvest Research and Extension 

Ms. Evelyn Valeriano Cooperation Administration, Project Development Officer, Special 

Projects Coordination and Management, Assistance Division, Department 

of Agriculture 

 

Duration： 28 June 2009 - 25 July 2009 

Evaluation Mode: Final Evaluation 

 

3. Outline of the Evaluation Result 

3-1 Confirmation of the result 

(1) Output 

1) (Indicator (1-1)) Productivity of rice is increased by 1 t/ha in Technology Demonstration Farms. 

Result: 6 TDFs except Cabanatuan (Central Luzon) attained the indicator in the rainy season or dry 

season or both seasons. 

2) (Indicator(1-2)) One (1) location-specific technology package with at least 3 component technologies is 

developed for each target area. 

Result: One LSTP with more than 3 component technologies has been developed at each target area. 

3) (Indicator (1-3)) At least 3 advanced lines for tolerance to low solar radiation are tested and at least one 

variety is promoted.  

Result: More than 3 lines have been tested at PhilRice Agusan, PJ7 (NSIC 146) has promoted. 

4) (Indicator (2-1)) Extension manuals on rice or rice-based farming systems are developed for each target 

area. 



 

Result: Four (4) kinds of manuals have been developed, one (1) kind manual will be developed before 

October 2009. 

5) (Indicator (2-2)) At least 105 agricultural technicians and concerned government personnel as well as 140 

farmers are trained at the Technology Demonstration Farm on promotion of location 

specific technologies. 

Result: 269 ATs and 851 farmers have been trained at TDF. 

(2) Project Purpose 

1) (Indicator 1) At least 70% of participating farmers adopt at least 3 components of location-specific 

technologies.  

Result: 100% of PFs adopted at Central Luzon and Northwest Luzon, more than 90% of PFs adopted at 

Northern Mindanao. 

2) (Indicator 2) At least 70% of participating farmers increase productivity of rice by 1 t/ha. 

Result: All Central Luzon TDFs and Currimao in Northwest Luzon attained the indicator. Thus four (4) 

TDFs out of seven (7) TDFs attained the indicator. 

3) (Indicator 3) Income of participating farmers in TDFs from rice-based farming increased by average of 

15%. 

Result: All TDFs attained the indicators. 

 4) (indicator 4) Municipal LGUs establish at least 2 demonstration farms in their respective municipalities.

   Result: Six (6) TDFs except Butuan City whose TDF would be finished on the November 2009 

established more than 2 DFs. 

 

3-2 Results of the Evaluation with the Five Criteria 

(1) Relevance 

The project has high relevance based on the following points: 

The Project focuses on the improvement of livelihood of Filipino farmers. Integration of component 

technologies including LST can respond to the needs of farmers. 

  The Project is consistent with the national policy on agriculture and the GMA Rice program. 

It is high from the aspects of Cooperation Priority of Japan and Japans Advantage.  

The targets include areas with adverse agro-climatic conditions, rain-fed, and irrigated areas with low 

productivity.   

(2) Effectiveness  

The Project’s effectiveness is high based on the following points: 

The Objectively Verifiable Indicators (OVIs) Items 1, 3 and 4 of the Project Purpose have been

achieved. However, the OVI Item 2 which states, “At least 70% of participating farmers increase 

productivity of rice by 1t/ha”, has not yet been achieved because only 52% of the participating farmers 

have been able to attain this indicator as of July 2009. 

The logic between Output and Project Purpose is appropriate. 

(3) Efficiency 

Most of the Outputs have been achieved. Thus, the Project has high efficiency, based on the following 

points: 

A technology promotion system has been established to enable agricultural technicians to be more 

efficient in helping farmers attain their productivity and profitability.  

By adopting the Location-Specific Technology Package (LSTP), some farmers were able to reduce 

production cost thereby increasing their net income.  

While some farmers’ income showed significant increase, others were unable to purchase the 

recommended quantity of fertilizer because of its drastic price increase. 



 

The inputs, both from Japanese and Philippine sides were found to be generally appropriate in terms of 

timing, duration, and fields of expertise. 

(4) Impact 

The project has positive impact based on the following points: 

It has been observed that many non-participating farmers have adopted technologies developed in 

TDFs. A number of PFs initiated the promotion of technologies they have learned to non-PFs. 

Both ATs and FPs/PFs of TDFs have shown willingness to teach farmers what they have learned. 

Most of the stakeholders such as the LGUs, ATI, DA-RFU and NIA in the Project sites, have 

expressed support to DF activities, specifically in the expansion and technology dissemination to 

farmers. 

PhilRice has adopted LST as its main strategy for increasing rice productivity of farmers. 

PFs have established cooperatives to empower themselves. 

Although the increase of productivity of 1 t/ha is partially achieved, the income has increased 

substantially due to the reduction of necessary inputs by farmers and increase of commodity price.  

(5) Sustainability 

Based on the forecasting of the insect population and utilization of appropriate pest-tolerant rice 

varieties, the farmers have reduced pesticide use.  

Functionality of TDF Committees varies across sites. It is necessary to define the role of each member 

in the implementation of the TDF.  

The methodology and approach of the Project was adopted for the rice self-sufficiency master plan of 

the Philippine government from 2009 to 2013. 

All components of the GMA Rice Program of the DA are provided funds by the national government. 

LGU funding for DF operations is limited compared to TDF but it is enough, except for the travelling 

expenses of ATs.  

TDF participants stated that they have acquired enough technology through the Project which they can 

do by themselves. However, if there are new technologies developed, they would like to learn it 

through the ATs and PhilRice. TDF participants have shared the technologies learned to 

non-participating farmers who practice these technologies in their areas. 

(6) Conclusion 

The planned activities are on schedule, and it is expected that all necessary activities will be completed 

by the end of the Project. Thus, the target outputs are expected to be attained. The possibility of 

achieving the project purpose of improving the rice productivity of participating farmers within the 

cooperation period is high. Thus, the Project will be terminated as scheduled. 

The Project technology promotion model in establishing TDF and DF involving the LGUs and other 

concerned agencies is very effective. Adoption of this location specific technology promotion system 

in the national program can help in attaining the ultimate goal of rice self sufficiency in the 

Philippines. 

 

3-3 Recommendations 

(1) Before the end of the Project  

Implementation Process 

When expanding DFs, the commitment of LGU leaders should be ensured, particularly in providing 

adequate funds for activities and transportation allowance to ATs as well as fulfilling the obligations 

stipulated in the MOA. 

Assessment and Monitoring 

The initial assessment should be done by a multi-disciplinary team for a holistic perspective of the 



 

situation. The reporting of DF activities from ATs should include problems and its causes in order to 

address the farmers’ needs and establish a feedback mechanism to provide, among others, updating of 

new technologies.  

Follow-up of PFs 

PhilRice should follow-up PFs who have not attained the targeted increase of 1 t/ha of rice 

production by identifying its causes and taking the necessary countermeasures in close collaboration with 

LGUs and other concerned agencies. 

Improvement of Agricultural Technologists’ Guide  

The ATs Guide’s publication is timely for the utilization in DF activities. For mass dissemination of 

the module employed in the Project it should be improved. 

Efficient utilization of trained ATs 

The number of ATs at TDF is 269. However, only 32 worked at DFs. It is necessary to utilize all the 

trained ATs to expand DF activities. 

Seminar and workshop 

The planned seminars and workshops per area and the overall national workshop shall be pursued, 

inviting LGUs (selected provinces, cities and municipalities) and other cooperating agencies such as GMA 

Rice Program Directorate, DA-RFU and ATI. The outputs should include a 5-year plan on the expansion 

of TDF and DF approach, among others. 

(2) After the end of the Project 

In developing an LST, it is necessary to pay considerable attention not only to agro-climatic but also 

to the socio-economic conditions of the farmers. Thus, PhilRice has to come up with different options for 

LST adoption in consideration of the different capabilities of the farmers. 

Market-oriented production 

Encourage farmers to be more market-oriented in their off-season vegetable production by, for 

example, diversifying their vegetable crops to avoid market saturation. 

Continue development of in-bred rice varieties 

Considering the high price of hybrid varieties and unstable production in areas with adverse 

conditions, it is recommended to continuously develop and promote in-bred varieties to be incorporated in 

the LST packages. 

PalayCheck for non-irrigated areas 

PalayCheck being used for irrigated areas might not be suitable for non-irrigated areas. Thus, 

PalayCheck for non-irrigated areas should also be developed. 

(3) On the DA  

When an LGU and a national government agency are implementing similar programs in the same 

area, the program promoting LST should be prioritized to more accurately address the needs of the 

community. 

 

3-4 Lesson and Learned 

From the experience of the Project, the following lessons were drawn for consideration in future 

program and projects. 

(1) Implementing agencies should exert more effort in defining the roles and in engaging the active 

participation of other concerned agencies at onset of project implementation. 

(2) Project implementers should not only focus on the numerical targets but also on the implementation 

process. 

(3) In selecting the project sites, baseline data and initial analysis should be considered. 



 

(4) It is essential to establish physical structure which serves as venue for learning, socialization and other 

activities by the farmers. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）の農業においてコメは最重要作物であり、国

民の80％以上が主食としており、国民1人当たりの年間消費量は日本を上回る。しかしながら、単

収は全国平均では低く、品種改良、機械化、栽培体系の確立が強く求められてきた。これらの状

況を改善すべくわが国はフィリピン稲研究所（フィルライス/PhilRice）に対し無償資金協力を実施

して1991年に研究施設を完成させ、1992年から5年間にわたりプロジェクト方式技術協力「フィリ

ピン稲研究所計画」を実施した。その後小規模農家向け技術の研究開発を目的として、1997年8月

から5年間のプロジェクト方式技術協力「高生産稲作技術研究計画」を実施した。これらの協力の

結果、フィルライスの研究開発能力は飛躍的に向上した。 

しかしながら、依然として農業現場の収量は低く、中央の研究機関で開発された技術が各地域

の特性に即した形で改良されておらず、地方レベルで十分に利用されていないことが問題となっ

ている。こうした状況の下、フィリピン政府はわが国に対し、地域に適合した技術の研究開発及

びその普及を目的とした新たな技術協力プロジェクトを要請した。この要請に基づきわが国は

JICAを通じ、2003年10月と2004年3月に事前評価調査を行い、2004年10月に、本技術協力プロジェ

クトの枠組みを取り極めたRecord of Discussion（R/D）をフィリピン政府との間で署名・交換した。 

JICAは署名したR/Dに基づき2004年11月15日以降、北西ルソンと中部ルソン、加えて北部ミンダ

ナオの一部の3カ所をプロジェクト対象地域として、各地域の地域適合型技術（LST）の開発と実

証を行う計7カ所の技術実証展示圃場（TDF）での活動、及びTDFでの成果を踏まえ、地方自治体

（LGU）が主体となり展開する展示圃場（DF）におけるモニタリング活動を展開してきた。 

2009年11月のプロジェクト協力期間終了を控え、フィリピン側評価団と合同でプロジェクトの

実績を確認するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観

点から評価を行うこと、及び評価結果を踏まえて、プロジェクト期間内、期間後に行う活動に係

る提言及び教訓を含む合同評価報告書を取りまとめることを目的とし、終了時評価調査を行うこ

ととした。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

 １－２－１ 調査団の構成 

【日本側調査団】 

 氏 名 所   属 期 間 

1 
時田 邦浩 

（総括） 

JICA 国際協力専門員 2009.7.12 

～2009.7.25 

2 
福嶌 陽 

（栽培/普及） 

独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 東北農

業研究センター 上席研究員 

2009.7.12 

～2009.7.25 

3 
今野 公博 

（評価分析） 

株式会社VSOC、第二事業部 主任 2009.6.28 

～2009.7.25 

4 
宮下 明子 

（計画管理） 

JICA 農村開発部 水田地帯グループ 水田地帯第一課 

職員 

2009.7.12 

～2009.7.25 
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【フィリピン側調査団】 

 氏 名 所   属 

1 
Mr. Edmund J. Sana 

（Team Leader） 

Member, Secretary’s Technical Advisory Group, 

Department of Agriculture 

2 
Dr. Soledad Mina–Roguel 

（Extension） 

Dean, Institute of Graduate Studies, 

Central Luzon State University 

3 
Dr. Josue S. Falla 

（Evaluation Analysis） 

Chief, Technology and Product Promotion Division, 

Philippines-Sino Center for Agricultural Technology, Director 

II, Bureau of Postharvest Research and Extension 

4 
Ms. Evelyn Valeriano 

（Cooperation Administration） 

Project Development Officer, Special Project Coordination 

and Management, Assistance Division, Department of 

Agriculture 

 

１－２－２ 調査日程 

調査期間：2009年6月28日～7月25日 

日順 月日 曜 調査団本体 評価分析団員 

1 6/28 日 総 括 

移動 東京9：30

→マニラ13：05（飛

行機） 

移動 東京9：30→マニラ13：05（飛行機） 

2 6/29 月  
農業省訪問、JICAフィリピン事務所訪問・専門家

打合せ 

3 6/30 火  
移動 マニラ11：00→ブツアン12：20（飛行機）

フィルライス・アグサン支所視察 

4 7/1 水  

チャリト TDF作期末報告会参加及び普及員・農民

（TDF/DF）インタビュー、フィルライス・アグサ

ン支所にてカウンターパート（C/P）インタビュー

5 7/2 木  
タガバカTDF作期末報告会参加及び普及員・農民

（DF）インタビュー 

6 7/3 金  

フィルライス・アグサン支所で打合せ 

移動 ブツアン13：00→マニラ14：20（飛行機）

移動 マニラ→フィルライス本所（車） 

7 7/4 土  資料整理 

8 7/5 日  資料整理 

9 7/6 月  
ラガレTDF視察、普及員・農民（TDF/DF）インタ

ビュー 

10 7/7 火  
サン・マリアノ TDF視察、普及員・農民（TDF/DF）

インタビュー 

11 7/8 水  
移動 本所→アリンガイ NGO/農家視察→パオ

アイ（車） 
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12 7/9 木  

ピアスノルテTDF視察、普及員・農民インタビュー

フィルライス・バタック支所、サイバー・コム視

察 

13 7/10 金  

リサール TDF視察、カブガオ市長表敬、農民（TDF）

インタビュー、イロコススール州農業事務所視察、

移動 本所へ（車） 

14 7/11 土  資料整理 

栽培/普及・ 

計画管理 

移動 東京9：30

→マニラ13：05（飛

行機） 

移動 本所→マニラ（車） 
15 7/12 日 

日本側調査団内打合せ 

16 7/13 月 JICA事務所・農業省表敬、合同評価調査団内打合せ、専門家打合せ 

17 7/14 火 
移動 マニラ11：00→ラオアグ12：00（飛行機） 

フィルライス・バタック支所視察・インタビュー 

18 7/15 水 
ピアスノルテTDF視察及びインタビュー 

クリマオ市長、農業普及員、農民（DF）インタビュー、DFサイト視察（3カ所）

19 7/16 木 

フィルライス・バタック支所長・職員と打合せ 

移動 ラオアグ12：00→マニラ13：00（飛行機） 

日本側調査団内打合せ 

20 7/17 金 

移動 マニラ11：00→ブツアン12：20（飛行機） 

ブツアン市農業事務所インタビュー 

農業研修所アグサン支所訪問・インタビュー 

21 7/18 土 
チャリト/タガバカ TDF視察、農民（TDF/DF）インタビュー 

フィルライス・アグサン支所視察、インタビュー 

22 7/19 日 
移動 ブツアン13：00→マニラ14：20（飛行機） 

移動 マニラ→フィルライス本所（車） 

23 7/20 月 ラガレ/サン・マリアノTDF視察及びインタビュー、DF視察 

24 7/21 火 評価結果取りまとめ、合同評価調査団内打合せ 

25 7/22 水 評価結果取りまとめ報告、ミニッツ案協議 

26 7/23 木 
ミニッツ案協議、フィルライス本所視察 

移動 フィルライス本所→マニラ（車）、JICA事務所へ報告 

27 7/24 金 合同調整委員会（JCC）開催、ミニッツ署名 

28 7/25 土 移動 マニラ 9：00→成田14：20（飛行機） 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

対象プロジェクトの概要は、次のとおりである。 

（1）協力期間：2004年11月15日～2009年11月14日 

（2）ターゲット・グループ：C/P、対象地域における稲作農家、農業普及員 
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（3）プロジェクト対象地域：中部ルソン、北西ルソン、北部ミンダナオ 

（4）実施機関：農業省 フィリピン稲研究所（フィルライス） 

（5）上位目標： 

1）対象地域において稲の生産性が向上する。 

2）対象地域において農家の農業所得が向上する。 

（6）プロジェクト目標：参加農家での稲の生産性が向上する。 

（7）プロジェクト成果： 

1）本所（中部ルソン：ムニョス）及び各支所（北西ルソン：バタック、北部ミンダナオ：

アグサン）において地域適合型技術体系が開発される。 

2）稲作技術を中心とした技術支援体制が対象3地域で構築される。 

 

１－４ 主要面談者 

＜フィリピン側＞ 

（1）農業省（Department of Agriculture:DA） 

Hon. Jesus Emmanuel M. Paras Undersecretary 

Engr. Roy M. Abya Director, Field Operations Service 

Ms. Evelyn Esquejo Agricultural Training Institute 

 

（2）フィリピン稲研究所（フィルライス）本所（Central Experimental Station, Philippine Rice 

Research Institute：CES） 

Atty. Ronilo A. Beronio Executive Director 

Dr. Eulito U. Bautista Deputy Executive Director 

Mr. Ruben B. Miranda Deputy Executive Director 

Mrs. Teodora L. Briones Head, Planning and Collaborative Program Office （PCPO） 

Mrs. Fidela P. Bongat Development Management Officer III, PCPO 

 

（3）フィリピン稲研究所・バタック支所（Batac） 

Dr. Reynaldo C. Castro Branch Manager 

Ms. Alma C. Aguinaldo Senior Science Research Specialist 

Ms. Nida Q. Abrogena Senior Science Research Specialist 

 

（4）フィリピン稲研究所・アグサン支所（Agusan） 

Engr. Artemio B. Vasallo Acting Branch Manager 

Dr. Alejandra Estoy Supervising Science Research Specialist 

Ms. Marilyn B. Amoin Science Research Assistant 

Ms. Elgie M. Iman Science Research Assistant 

Ms. Alona M. Maceda Science Aide 

 

（5）フィリピン稲研究所 JICA専門家 

椛木 信幸 チーフアドバイザー/実証/普及（長期） 
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小林 俊孝 業務調整（長期） 

末光 健志 農業普及教材開発（短期） 

 

＜日本側＞ 

（1）在フィリピン日本大使館 

坂田 剛彦 一等書記官 

 

（2）JICAフィリピン事務所 

松田 教男 所 長 

岩上 憲三 次 長 

内田 久美子 所 員 

小林 龍太郎 所 員 

Mr. Pablo Lucero スタッフ 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価項目 

プロジェクト開始から4年半が経過したことから、これまでの実績と実施プロセスを確認し、そ

の情報等に基づいて、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点か

ら日本側・フィリピン側双方で総合的に検証した。 

調査したサイトの地域名、州名、市名、サイト名（TDF、DF）は表２－１のとおりである。 

 

表２－１ 調査したサイト 

地域名 州名（Province） 市名（City） TDFサイト名 DFサイト*名 

Rizal 

リサール 

Agbaｎawag 

アグバナワグ 

Aglipay, Sta Monica, Paco 

Roman, Cabucbucan, Bicos, Del 

Pilar I, Del Pilar II, Maligaya, 

Estrella 

Cabanatuan 

カバナツアン 

Lagare 

ラガレ 

Bakero, Bagong Sikat, Bakod 

Bayan, Cabu, Caalibangbangan, 

Polilio, Balite, Cinco-cinco 

Central 

Luzon 

中部ルソン 

Nueva Ecija 

ヌエバ・エシハ 

 

San Antonio 

サン・アントニ

オ 

 

San Marino 

サン・マリアノ 

Camajuan, Lawang Kupang, San 

Francisco 

Santa Barbara, Santo Cristo 

Ilocos Norte 

イロコス・ノルテ 

Currimao 

クリマオ 

Pias Norte 

ピアス・ノルテ 

Lang-ayan, Tapao-Tigue, 

Anggapang Norte 
Northwest 

Luzon 

北西ルソン 
Ilocos Sur 

イロコス・スール 

Cabugao 

カブガオ 

Rizal 

リサール 

Salapasap, Lipit 

 

Agusan del Sur 

アグサン・デル 

スール 

Bayugan 

バユガン 

Charito 

チャリト 

Marcelina, Gamao 

 Northern 

Mindanao 

北部 

ミンダナオ 

Agusan del Norte 

アグサン・デル 

ノルテ 

Butuan City 

ブツアン市 

Tagabaca 

タガバカ 

 

 

*DFサイト：TDF（技術実証展示圃場）の活動成果を活用し、TDFのExpansion SiteとしてLGUsが設置・主導する

展示圃場。 

 

以下、各地区比較の際は、市（City）名を使う。終了時評価時における対象TDFサイトの活動状

況は表２－２のとおりである。 
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表２－２ 終了時評価時における対象TDFサイトの活動状況 

市  名 終了時評価時のTDFサイトの活動状況 

リサール 
2年間・水稲4作期のTDF活動が終了し、モニタリング・DF活動が行われて

いる。 

カバナツアン 
2年間・水稲4作期のTDF活動が終了し、モニタリング・DF活動が行われて

いる。 

サン・アントニオ 
2年間・水稲4作期のTDF活動が終了し、モニタリング・DF活動が行われて

いる。 

クリマオ 
2年間・水稲2作期、野菜4作期のTDF活動が終了し、モニタリング・DF活動

が行われている。 

カブガオ 
2年間・水稲2作期、野菜4作期のTDF活動が終了し、モニタリング・DF活動

が行われている。 

バユガン 
2年間・水稲4作期のTDF活動が終了し、モニタリング・DF活動が行われて

いる。 

ブツアン市 

1.5年間・水稲3作期のTDF活動が終了した。今後半年間・コンサルテーショ

ンのTDF活動が推進され、モニタリング活動・DF活動の準備が行われてい

る。 

 

２－２ データ収集・分析手法 

 ２－２－１ データ収集 

（1）投入実績に関する情報収集 

事前に提供された資料を基に、これまでのプロジェクト期間における投入・活動の整理、

活動の進捗状況を把握した。 

 

（2）活動実績・成果の確認 

事前に提供された資料を整理し、確認が必要な事項について質問票〔農業省、市長、MAO

（普及員を監督する職員）/普及員、協力農家、参加農家DF〕を作成し、それに基づいて、

関係者に対するインタビュー及び現場視察を通じて活動実績と達成状況を確認した。 
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表２－３ インタビュー・現場視察実施日 

市名・サイト名 インタビュー等実施日 

リサール な し 

カバナツアン 7月6日、20日 

サン・アントニオ 7月7日、21日 

クリマオ 7月9日、15日 

Tapao-Tigue（タパオ・ティグエ） 7月9日、15日 

Anggapang Norte（アンガパン・ノルテ） 

Lang-ayan（ランガヤン） 
7月15日 

カブガオ 7月10日 

バユガン 7月1日、18日 

Marcelina（マルセリーナ） 7月18日 

ブツアン市 7月2日、18日 

 

 ２－２－２ 分析手法 

分析は下記の手法に基づき行った。 

① 実績の検証：現状・実績に基づいて検証作業を行った。 

② 実施プロセスの検証：現状・実績に基づいて検証作業を行った。 

③ 評価5項目 

妥当性 ：現状・中間評価時との変更箇所に基づいて検証作業を行った。 

有効性 ：現状・実績に基づいて検証作業を行った。 

効率性 ：現状・実績に基づいて検証作業を行った。 

インパクト：現状・実績に基づいて検証作業を行った。 

自立発展性：予測、見込みに基づいて検証作業を行った。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

 ３－１－１ 日本側投入 

（1）専門家派遣 

長期専門家6名と、短期専門家11名が、分野、人数ともほぼ計画どおり派遣されている。 

 

表３－１ 長期専門家一覧表 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 

執行 盛之 CA*/実証/普及 2004.11.15～2007.11.14 中央農業総合研究センター 

伊藤 良輔 業務調整 2004.11.15～2007.11.14 （有）ライフワーク国際協力 

滝田   正 評価/選抜 2004.11.15～2007.03.31 中央農業総合研究センター 

井上 邦夫 実証/普及 2004.11.15～2007.11.14 （社）海外農業開発協会 

実証/普及 2007.06.04～2008.01.06 中央農業総合研究センター 椛木 信幸 

 CA/実証/普及 2008.01.07～2009.11.14 中央農業総合研究センター 

小林 俊孝 業務調整 2007.11.08～2009.11.14 無所属 

*CA：チーフアドバイザー 

 

表３－２ 短期専門家一覧表 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 

渡邊 朋也 害虫防除 2005.11.16～2005.12.10 中央農業総合研究センター 

渡邊 朋也 害虫防除 2006.09.03～2006.10.27 中央農業総合研究センター 

中野 朋正 節水栽培技術 2006.11.19～2006.12.22 野菜茶業研究所 

宮武 恭一 農業経済 2007.07.02～2007.08.30 中央農業総合研究センター 

渡邊 朋也 害虫防除 2007.10.14～2007.10.27 中央農業総合研究センター 

末光 健志 実証/技術普及 2008.03.11～2008.08.07 （有）アールディーアイ 

森田 弘彦 雑草防除 2008.08.08～2008.08.31 秋田県立大学 

末光 健志 実証/技術普及 2008.09.27～2009.03.10 （有）アールディーアイ 

宮武 恭一 農業経済 2008.09.22～2008.10.31 中央農業総合研究センター 

井上 邦夫 野菜生産 2009.01.29－2009.04.06 無所属 

末光 健志 農業普及教材開発 2009.06.15～2009.10.02 （有）アールディーアイ 

 

（2）機材供与 

表３－３のとおりJICA側から約3,700万ペソ相当の機材が供与されている。供与機材一

覧表は巻末の付属資料３のANNEX 3に添付した。 
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表３－３機材供与額一覧 

（単位：千ペソ） 

年 度 2004 2005 2006 2007 2008 
2009 

（6月まで）
合計 

機材供与額 5,929 14,092 12,596 1,374 2,434 1,504 37,929 

注：1ペソ＝約2円（2009年7月） 

 

（3）研修員受入れ 

これまで実証/普及分野関係とプロジェクト運営分野のカウンターパート16人が、日本

での研修に参加した。農業普及や企画に関係する研修の結果は、カウンターパートにより

TDF運営や普及活動に役立てられている。 

 

表３－４ 研修員受入実績一覧表 

研修員氏名 受入期間 協力分野名 研修内容（受入機関） 当時の役職 

Mrs. Corsennie 

A. MABAYAG 

2005.05.09 

～ 

2005.08.12 

実証・普及 

（Agricultural 

Extension Planning 

& Management） 

農業普及企画管理者 

（筑波国際センター：TBIC） 

研究専門職 

Science Research 

Specialist 

（SRS） 

Mr. Ruben B. 

MIRANDA 

2005.05.15 

～ 

2005.08.18 

実証・普及 農業普及企画管理者（TBIC） 技術普及部長 

Mrs. Alma C. 

AGUINALDO 

2005.05.15 

～ 

2005.08.18 

実証・普及 農業普及企画管理者（TBIC） 
上級研究専門職

Senior SRS 

Dr. Reynaldo C. 

CASTRO 

2005.07.12 

～ 

2005.07.29 

プロジェクト運営

日本における稲作技術の開発と

普及事業（中央農業総研、青森

農試） 

バタック支所長

Dr. Caesar 

Joventino M. 

TADO 

2006.09.04 

～ 

2006.09.16 

プロジェクト運営
稲作技術の開発と普及事業 

（中央農業総研、宮城農試） 
アグサン支所長

Engr. Aurora M. 

CORALES 

2006.09.24 

～ 

2006.11.30 

実証・普及 
地域振興行政（九州国際センタ

ー、九州沖縄農業センター） 
上級研究専門職

Mr. Joel V. 

PASCUAL 

2007.05.09 

～ 

2007.07.13 

実証・普及 

農村経済活性化に果たす農協の

役割（TBIC、アジア農業協同組

合振興機関） 

研 究 専 門 職 補

Science Research 

Analyst 

Mrs. Celia G. 

ABADILLA 

2007.05.22 

～ 

2007.08.13 

実証・普及 農業普及企画管理者（TBIC） 研究専門職 

Mrs. Evangeline 

P. AGRES 

2007.05.22 

～ 

2007.08.13 

実証・普及 農業普及企画管理者（TBIC） 
上級科学調査専

門家 
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Mr. Erik-Ray 

Matthew S. 

PALOMAR 

2007.08.14 

～ 

2007.12.01 

実証・普及 

教育・普及を目的としたデジタ

ル・ビデオ技術（沖縄国際セン

ター） 

研究専門職 

Mr. Ronell B. 

MALASA 

2008.06.23 

～ 

2008.07.22 

実証・普及 

農業技術のインパクトアセスメ

ント（農業・食品産業技術総合

研究機構：NARO） 

研究専門職 

Mrs. Oferia C. 

MALONZO 

2008.07.08 

～ 

2008.09.12 

実証・普及 農業普及企画管理者（NARO） 研究専門職 

Engr. Artemio 

B. VASALLO 

2008.07.14 

～ 

2008.08.01 

実証・普及 
日本における稲生産技術の開発

と普及（NARO） 

アグサン支所長

代行 

Mr. Dexter B. 

BASTASA 

2008.07.14 

～ 

2008.08.23 

実証・普及 
高 収 量 高 品 質 稲 育 種 技 術

（NARO） 

研究専門職、ア

グサン支所 

Dr. Alejandra B. 

ESTOY 

2008.09.01 

～ 

2008.10.31 

実証・普及 
害 虫 の 発 生 予 察 と 防 除 法

（NARO） 

研究専門職、ア

グサン支所 

Mrs. Bethzaida 

M. CATUDAN 

2009.06.30 

～ 

2009.09.04 

実証・普及 （NARO） 

上 級 研 究 専 門

職、バタック支

所 

 

（4）プロジェクト活動費 

これまでに約2,600万ペソ相当が投入されている。うち約1,200万ペソは、北部ミンダナ

オのフィルライス・アグサン支所における研修センターの建設費に充てられている。 

 

表３－５ 日本側ローカルコスト負担実績一覧表 

（単位：ペソ） 

 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 
2009年 

（計画） 
合 計 

日常的経費 690,140 2,407,150 2,876,421 3,067,529 2,276,419 1,394,600 12,712,259

研修センター建

設費* 
 688,000 12,082,690  12,770,690

セミナー開催費  279,139 577,500 856,639

育苗室建設費  263,305  263,305

合  計 690,140 3,095,150 15,238,250 3,067,529 2,539,724 1,972,100 26,602,893

*内訳は、建設費：11,175,220ペソ、コンサルタント代：1,595,770ペソ 

 

 ３－１－２ フィリピン側投入 

（1）カウンターパートの配置 

フィルライス本所（ムニョス）、バタック支所、アグサン支所において、長期専門家及

び短期専門家のカウンターパートが2009年7月現在32名配置されている。バタック支所で
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は、当初、野菜栽培分野のカウンターパートが配置されていなかったが、フィルライスは

2005年5月に契約職員を雇用し、カウンターパートとして配置している。カウンターパー

ト配置実績一覧表は巻末の付属資料４に添付した。 

 

（2）施設の提供 

プロジェクト実施に必要な土地、施設、機材は、フィルライスによって提供されている。

また、専門家の執務室が提供されている。 

 

（3）プロジェクト活動費 

フィルライスは総額で約1,310万ペソ支出している。TDF活動及びヌエバ・エシハ、イ

ロコス・ノルテ・スール、アグサン・デル・スール、ブツアン市における地域適合型技術

パッケージの研修費用（現地実証試験/普及関連経費）に480万ペソ、品種改良に180万ペ

ソと病害虫防除に120万ペソ、2006～2007年のフィルライス・アグサン支所の研修施設建

設のため150万ペソ、管理費（資機材維持管理、旅費等）として380万ペソ支出した。 

 

表３－６ フィリピン側投入実績 

（単位：ペソ） 

 2004～2005

乾期 

2005雨期～

2006乾期

2006雨期～

2007乾期

2007雨期～

2008乾期

2008雨期～

2009乾期 
合  計

現地実証試験/普及関

連経費 
 1,380,000 1,009,500 1,170,000 1,260,000 4,819,500

品種改良経費  745,000 385,500 350,000 350,000 1,830,500

病害虫防除関連経費  300,000 300,000 300,000 300,000 1,200,000

研修センター建設費  1,500,000  1,500,000

プロジェクト管理費 500,000 750,000 500,000 850,000 1,200,000 3,800,000

合   計 500,000 3,175,000 3,695,000 2,670,000 3,110,000 13,150,000

雨期：6～11月ごろ、乾期：12～5月ごろ（ルソン島中部基準） 

 

３－２ 各活動の実施状況 

活動（PDM） 

1-1 ベースライン調査とモニタリングの実施 

1-2  地域適合型技術体系の開発 

2  技術普及体制の確立 

 

活動1-1 ベースライン調査とモニタリングの実施 

ベースライン調査、モニタリングとインパクトアセスメントの実施状況は表３－７のとおり

である。 

ベースライン調査は7地区すべてで終了し、TDFのモニタリングはあと半年TDF活動を継続す

るタガバカを除いて終了している。インパクトアセスメントは、TDF活動終了後1年をめどに行

っているため、これまでに終了したところは2カ所、実施中が1カ所、2009年中に開始するとこ



 

－13－ 

ろが2カ所である。 

 

表３－７ ベースライン調査、モニタリング、インパクトアセスメントの実施状況 

市 名 ベースライン調査 モニタリング インパクトアセスメント 

中部ルソン 

リサール 終 了 終 了 終 了 

カバナツアン 終 了 終 了 2009年7月開始 

サン・アントニオ 終 了 終 了 終 了 

北西ルソン 

クリマオ 終 了 終 了 実施中 

カブガオ 終 了 終 了 2009年11月開始 

北部ミンダナオ 

バユガン 終 了 終 了 2010年7月開始 

ブツアン 終 了 実施中 2010年7月開始 

 

活動1-2 地域適合型技術体系の開発

TDF参加農家の農業生産性を向上するための技術的基盤を確立することを目的としており、

プロジェクトではその基幹としてフィルライスがコメ生産性向上のために作成した技術指針

（パライチェックシステム：PalayCheck System）を農家が励行するように指導した。パライチ

ェックシステムは稲の栽培経過に応じた8項目（種子準備、圃場準備、作付けの斉一化、初期生

育確保、施肥管理、水管理、防除、収穫調整）について順守すべき心構えと技術を記述したも

のであり、農家自らが各項目についてチェックを行いながら改善を図るものである。パライチ

ェックはフィリピン全土を対象とした全国版であるが、プロジェクトでは更にパライチェック

の項目に各地域の状況に合わせて開発した地域適合型技術（Location-Specific Technology：LST）

を地域版として付け加え、両者を併せたものを地域適合型技術体系（Location-Specific 

Technology Package：LSTP）と規定した。 

 

（1）フィルライス本所 

1）安定した高生産性水稲二期作技術の開発 

TDFは、実証展示圃場として農民が直接新しい情報を学習・交換できる場として機能し

た。TDFの構成は以下の8つである。 

    

① インブレッド、ハイブリッドの品種の実証 

② 農業機械の実証 

③ パライチェックシステムの適用 

④ 育苗法、施肥法、灌漑方式、病虫害・有害動物防除（特にネズミ）等の地域適合型

技術開発の試行 

⑤ 農民学習農場（FLF）の設立 
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⑥ フィールドデイ（周辺農家も参加できる公開セミナー）の実施 

⑦ クロス・ビジット（先進地域の視察等）の実施 

⑧ 農民の組織化と組織力強化 

    

研究者、普及員と協力農家（Farmer-Partners：FPs）によって運営されるTDFでは、ヌエ

バ・エシハの灌漑地域に適合する技術を実証試験を通じて開発し、参加農家（PFs）は、

TDFでの研修や他の参加農家から学んだ技術を、それぞれ農家自身の圃場（FLF）におい

て適用した。地域適合型技術は、TDFでの実証結果だけでなく、参加農家がそれぞれの圃

場で実践して得られた経験・知識からのフィードバックも含めて検討され、ハイブリッ

ド・多収品種、乗用型レベラー、ドラムシーダ利用直播、改良ダポッグ苗、節水栽培技術

等を開発・認定した。時として大きな被害をもたらすネズミについてはバランガイ（村落）

で一斉に防除を行う仕組みを考案し、有効な結果を得た。 

以上の結果を地域適合型技術としてパライチェックのなかに組み込み、中部ルソン灌漑

地域における、安定高生産水稲二期作技術体系の確立を図った。 

 

（2）フィルライス・バタック支所 

1）野菜生産技術の検証 

天水田地帯で稲作が雨期一期作の零細な農業生産が行われている北西ルソンにおいて、

農家の収益性を向上させるため、稲作とともに野菜作の生産技術の検証を行った。野菜作

について、①セルトレイと簡易育苗ハウスによる野菜苗育苗技術、②尿素を活性剤とした

稲ワラを用いた簡易堆肥作成法、③作目別高品質・多収野菜栽培指針、④旱魃に強い野菜

品種とマルチによる乾期野菜栽培技術、⑤耐湿性作目・品種と雨除け・畝立てに基づくオ

フシーズン（雨期）野菜栽培技術、⑥収益性確保のための年間作付け計画表を地域適合型

技術として開発・実証した。 

上記の技術を実証するなかでの課題としては、制限された水供給、有機物が少ない砂地、

雨期・乾期の野菜生産に関して農民の知識が限られていたことが挙げられた。 

2）天水田における稲作技術（野菜作、その他畑作含む）のTDFでの検証 

稲作を中心とした営農システムの確立のため、TDFでは雨期に、①天水田向けインディ

カ－ジャポニカ品種（PJ17、PJ18、PJ23、PJ24、PJ26）、②雨期始めの不安定な降雨条件

に対応した乾田直播、③灌漑水有効利用のための節水栽培技術を地域適合型技術として開

発・検証した。 

以上の結果を地域適合型技術としてパライチェックのなかに組み込み、北西部ルソン地

域の天水田における稲－野菜生産技術体系の確立を図った。 

 

（3）フィルライス・アグサン支所 

1）低日照耐性品種の選抜 

多雨低日照の北部ミンダナオに適した品種の選抜・評価を実施し、PJ7（NSIC Rc146）、

PJ31、PJ32が低日照耐性を有することが確認され、そのうちPJ7の品種が普及されること

となった。PJ7は現地農家推奨品種PSB Rc82よりもイネシロオオメイガ（White Stem 

Borer：WSB）に耐性があるという結果を示し、TDF期間を通して安定した収量が得られ
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た。 

2）イネシロオオメイガ（WSB）の発生予察と防除 

ミンダナオ地域に特有に発生し収量の大きな低減要因となるイネシロオオメイガのラ

イトトラップによる発生予察が行われ、その結果と被害程度が密接な関連にあることが明

らかになった。TDFにおいて発生予察に基づいた防除が実施され、収量の安定化に寄与す

ることが実証された。 

3）多雨低日照条件に適合した栽培管理技術 

裁植密度について、一般推奨（20×20cm）よりやや疎植（25×25cm）の方が群落光利

用効率の向上と病虫害防除に有効であり多収であること、施肥については、移植前に基肥

を行う基肥重点施用により有効茎（穂を付ける茎）が早期に確保され、低日照条件下にお

ける収量の安定化に効果的であることがTDFで実証された。 

以上の結果を地域適合型技術としてパライチェックのなかに組み込み、北部ミンダナオ

の低日照病虫害多発地域における健全稲作技術体系の確立を図った。 

 

活動2 技術普及体制の確立 

活動1-2地域適合型技術体系の開発をTDFで効率的に達成するための仕組み、得られた成果を

効果的に伝達するための方策、さらに活動を周辺に拡大するための枠組みについての検討が行

われた。 

 

（1）技術実証展示圃場委員会（TDF Committee）の組織化と運営 

技術実証展示圃場委員会はTDFの活動母体となるものであり、地域の農業関係団体の代表

者から構成されており、その組成はTDFサイトにより異なるが、フィルライス、JICA、LGU、

国家灌漑公社（National Irrigation Administration：NIA）、農業研修所（Agricultural Training 

Institute：ATI）、農業省地域事務所（Department of Agriculture-Regional Field Unit：DA-RFU）、

SU（大学）、NGO、民間企業（肥料会社等）等がメンバーとなっている。委員会の組織化に

ついてはTDFサイト選定時点から熟慮され、活動の成否を左右する要件とされている。TDF

の準備段階で実施する地域関係者ワークショップ（Stakeholders Workshop）で活動の枠組み

と内容についての話し合いがもたれ、TDF開始時に関係機関で覚書（Memorandum of 

Agreement：MOA）が取り交わされる。TDF活動中は各作期始めの計画会議（Planning 

Workshop）、週1回の農民学校（Farmers’ Learning School：FLS）、公開圃場見学・セミナー（Field 

Day）、作期終わりの成績検討会議（End Season Review）を実施するとともに、必要に応じ

て協議を行う。現在までにすべてのサイトで上記委員会が運営されている。 

技術実証展示圃場委員会の組織化と運営は各サイトの状況に応じて試行錯誤的に行われ

てきたが、2007年9月に実施された中間評価において「実施手順をデザインして文書化して

おく必要がある」という提言がなされたことを受けて、フィリピン大学のコミュニケーショ

ン分野専門家をコンサルタントとしてプロジェクト内に編集委員会を設け、その社会科学的

分析結果を農家への技術普及のプロセス・内容と併せて記述した文書「Agricultural 

Technologist’s Guide」が作成された。 
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（2）技術研修で用いる普及マニュアルの作成 

以下の普及マニュアルが作成された（表３－８）。これらのマニュアルは普及員用である

が、DFにおいて参加農家から配布を希望する声が出ている。これらマニュアル以外にも多

くの技術資料、ポスター、リーフレット等が作成・利用されている。 

 

表３－８ 作成されたマニュアル一覧表 

地 区 マニュアル 

中部ルソン （1）Philippine Rice Production Training Manual（英語/タガログ語）* 

フィリピン稲作研修マニュアル 

（2）Agricultural Technologist Guide* 

農業技術者ガイド 

（3）Location-specific technology guide for intensive irrigated rice areas for 

extension workers and farmers 

集約灌漑稲作地域の普及員と農家のための地域適合型技術ガイド 

（4）Cultivation Calendar 

栽培暦 

（5）Modified Dapog 

改良ダポッグ 

（6）TCP3 newsletter* 

プロジェクトニュースレター 

（7）Location-specific technology guide for intensive irrigated rice areas in Nueva 

Ecija（for final editing and production） 

ヌエバ・エシハの集約灌漑地域のための地域適合型技術ガイド 

（8）Hydroponic seedling nursery 

水耕育苗技術 

（9）Technology Promotion Guide for Extension Workers* 

普及員のための技術普及ガイド 

北西ルソン （1）Philippine Rice Production Training Manual（イロカノ語） 

（2）Philippine Vegetable Production Training Manual 

フィリピン野菜生産研修マニュアル 

（3）TCP3 Bulletins on Vegetables Nos. 1-7（イロカノ語） 

プロジェクト紀要（野菜） 

（4）Location-specific Technology Package for NW Luzon 

北西ルソン地区用地域適合型技術パッケージ 

（5）TCP3 Newsletter（イロカノ語） 

北部ミンダナオ （1）Philippine Rice Production Training Manual（セブアノ語） 

（2）Cultivation Calendar（セブアノ語） 

（3）Modified Dapog（セブアノ語） 

（4）Location-specific Technology Package for Northern Mindanao 

北部ミンダナオ地区用地域適合型技術パッケージ 
*フィルライス本所で開発されたマニュアルは、北西ルソン/北部ミンダナオのTDFでも使われている。 

 

（3）地方自治体（LGUs）が独自で企画・設置する展示圃場（DFs）と関係機関の技術支援 

29のDFがLGUによって設立され、関係機関（農業研修所、灌漑公社、フィルライス）の
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支援もある程度得られている。 

農民からは、DF設置の希望は寄せられているが、LGUからの反応は鈍い場合も多い。理

由としては、LGUの限られた予算のなかで、LGUのトップの意見によって農業の開発の優

先順位が低く置かれる場合もあるためとのことである。 

 

３－３ 成果の達成状況 

成果1 地域適合型技術体系が対象地域で開発される。 

指 標 1-1）TDFsにおいて稲の収量が1t/ha増加する。 

1-2）少なくとも3つの技術要素をもつ地域適合型技術体系が各地域で開発される。 

1-3）低日照条件に耐性を示す稲品種が3系統選抜され、1品種普及される。 

 

成果2 稲作技術を中心とした技術支援体制が対象3地域で構築される。 

指 標 2-1）対象地域において普及マニュアルが開発される。 

2-2）少なくとも105人の農業普及員や関係者及び140人の農民がTDFにおいてLST開

発の技術研修を受講する。 

 

指標1-1）TDFsにおいて稲の収量が1t/ha増加する 

表３－９に各地区のTDFのベースラインデータの収量（t/ha）及びその2年後（4期）までの収

量（t/ha）を示す。地区別に見るとカバナツアン以外は達成できている。カバナツアン及びフィ

ルライス本所へのインタビューによると、2007年のS-2の時期の減少は、灌漑施設の補修により

灌漑水が圃場に来るのが大幅に遅れたためとのことである。また、中部ルソン地域は米作地帯

のため、他の地域と比べもともと農民の技術力がある程度高い状態でのベースラインデータで

あり、そこから1t/haの増収という目標はハードルが高かったとのコメントであった。中部ルソ

ンの他の2地区は乾期に大きく増収しているところから、カバナツアンについても灌漑水が安定

的に供給されれば目標値は上回ると推測できる。 

 

表３－９ TDFのベースラインデータの収量及びその2年後までの収量（t/ha） 

市 名 
ベース 

ライン 
2005 2006 2007 2008 2009 

 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 

増収 

最大

値S-1 

増収

最大

値S-2

中部ルソン           

リサール 4.84 7.90 5.23 9.29 5.36 8.94      0.52 1.39

カバナツアン 4.80 6.64   5.10 6.84 5.37 6.41    0.57 0.18

サン・アントニオ 4.95 5.77     6.34 7.26 5.66 6.47  1.39 1.49

北西ルソン           

クリマオ 1.64  2.56  5.25       3.61  

カブガオ 6.22    7.35  7.24     1.12  
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北部ミンダナオ          

バユガン 3.28 4.18     4.00 4.84 4.60 4.61  1.32 0.66

ブツアン 2.90 3.59       4.60 4.43 4.83 1.70 0.84

S-1：6月から10月期（雨期：中部/北西ルソン）、12月から4月（大雨期：北ミンダナオ） 
S-2：12月から4月期（乾期：中部/北西ルソン）、6月から10月（雨期：北ミンダナオ） 

 

指標1-2）少なくとも3つの技術要素をもつ地域適合型技術体系が各地域で開発される 

各地域で開発された地域適合型技術を表３－10に示す。 

 

表３－10 開発された地域適合型技術体系 

地域適合型技術 パライチェック 

システム 中部ルソン 北西ルソン 北部ミンダナオ 

1 種子品質 ハイブリッド・多収品種 天水田向け品種 寡照耐性品種（PJ7） 

2 圃場準備作業 乗用型レベラー   

3 作付けの斉一化    

4 初期成育確保 ドラムシーダ 乾田直播 疎植栽培（25×25cm）

  改良ダポッグ 野菜栽培技術*  

5 施肥管理   基肥重点管理 

6 水管理 節水栽培技術 節水栽培技術  

7 
防 除 

   

イネシロオオメイガ発

生予察と防除 

8 収穫調整    
* 野菜栽培技術に係る地域適応型技術としては、①苗床利用、②簡易堆肥作成法、③高品質・多収野菜品種、④

乾期野菜栽培技術、⑤雨期（オフシーズン）野菜栽培技術、⑥野菜作付け計画表が挙げられる。 

 

指標1-3）低日照条件に耐性を示す稲品種が3系統選抜され、1品種普及される 

品種選抜はフィルライス本所とアグサン支所との共同研究として実施され、品種選抜全国共

同試験（NCT）においてNSIC Rc146が低日照体制系統として選抜された。NSIC Rc146はその後

の現地実証試験で効果が確認され、2006年に品種PJ7として採用されて普及に移された。 

PJ7の兄弟系統あるいは後代から有望系統の選抜が継続され、PJ25、PJ27、PJ32、PJ33等が選

抜された。このうちPJ33は高品質性が評価され、2009年に品種として採用される見通しにある。 

 

指標2-1）対象地域において普及マニュアルが開発される 

表３－11の5種類のマニュアルが開発された。 
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表３－11 開発された普及マニュアル 

 マニュアル名 内   容 

1 

稲作技術マニュアル 

Techno-guide on Rice Production 

“フィリピン稲作研修マニュアル2003”を2度改訂し

て作成された。タガログ、セブアノ、イロカノ語に

訳されている。 

2 

野菜生産マニュアル 

Techno-guide on Vegetable 

Production 

フィルライス・バタック支所で開発された。 

3 
技術普及マニュアル 

Agricultural Technologist’s Guide 

普及員向けのTDF実施のためのプロセスと戦略であ

る。 

4 

地域別技術パッケージ

Location-Specific Technology 

Package 

地域別に3種類作成され、編集中である。 

5 

普及員マニュアル 

Training manual for Agriculture 

Extension Workers 

普及員が具備すべき項目と研修カリキュラム。改訂

作業中である。2009年10月までにできあがる。 

 

指標2-2）少なくとも105人の農業普及員や関係者及び140人の農民がTDFのLST開発の技術研

修を受講する 

表３－12、３－13のとおり、普及員及び関係者の受講者は269人、TDFにおける参加農家数は

851人であり、いずれの場合も目標数を超えている。またTDFの参加農民について、中部ルソン

では家族の中心的な人物（必ずしも男性とは限らない）が継続して参加しているが、北部ミン

ダナオの地域では、忙しい場合には夫や妻等が代わりに参加することもあったと回答している

農家が少なからずあった。 

 

表３－12 普及員や関係者のTDFサイトにおける研修数 

2005 2006 2007 2008 2009 
市 名 

S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 
合 計 

中部ルソン            

リサール 29    2 3    1    35 

カバナツアン   34    21     55 

サン・アントニオ     13  26     39 

北西ルソン            

クリマオ  6  4 4 4    20    38 

カブガオ   10 11  5  5 32 11    74 

北部ミンダナオ            

バユガン     10       10 

ブツアン       18     18 

合 計 35 4 48 17 31  5 97 32   269 
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うちDFで講師になった普及員数*  32 

*DFで講師になった普及員数は、主な講師としてDFを運営した場合の人数である。インタビュー等からは、DF
を運営する際に近隣の普及員に応援を求めたり、複数で担当する場合などがあることが明らかになっており、

詳細に調査すればDFで講師になった普及員数は増えるものと思われる。 

 

表３－13 TDFで研修を受けた農民数 

 2005 2006 2007 2008 2009 

市 名 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 S-1 S-2 
合 計 

中部ルソン            

リサール 39  50 66  20   175 

カバナツアン   41 136 40  31   248 

サン・アントニオ   54 38 170   262 

北西ルソン      

クリマオ 14 14   7    35 

カブガオ   23 23 19  19  3  10    97 

北部ミンダナオ      

バユガン   16    16 

ブツアン    18    18 

合 計 53 14 64 89 139 173 81 238   851 

S-1：6月から10月期（雨期：中部/北西ルソン）、12月から4月（大雨期：北ミンダナオ） 
S-2：12月から4月期（乾期：中部/北西ルソン）、6月から10月（雨期：北ミンダナオ） 
* クリマオ、カブガオではS-1では稲作、S-2では野菜作りについて教えたため二重に数えている。 

 

３－４ プロジェクト目標達成の予測 

プロジェクト目標 参加農家での稲の生産性が向上する。 

指 標 1）少なくとも70％の参加農家が、少なくとも3つの地域適合型技術を導

入する。 

2）少なくともTDF参加農家の70％はコメ生産性が1t/ha増収する。 

3）コメを基本とした農業生産により参加農家の農業所得が平均15％増

加する。 

4）LGUsが2カ所以上の独自のDF（実証試験展示圃場）を設置する。 

 

指標1）少なくとも70％の参加農家が、少なくとも3つの地域適合型技術を導入する 

表３－14は3つ以上の地域適合型技術を導入した参加農家の割合を示しており、いずれの場合

も90％以上を示していて、採用率は指標以上を示している。どの地域適合型技術を採用したの

か、どれが導入できていないのかについての情報は、インタビューである程度把握することが

できたが、データは担当それぞれが持っており調査時にはまとまった形での入手はできなかっ

た。 
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表３－14 3つ以上のLSTを導入した参加農家の割合（％） 

中部ルソン 

リサール 100 

カバナツアン 100 

サン・アントニオ 100 

北西ルソン 

クリマオ 100 

カブガオ 100 

北部ルソン 

バユガン 95.6 

ブツアン 90.9 

 

指標2）少なくともTDF参加農家の70％はコメ生産性が1t/ha増収する 

表３－15は1t/ha以上増収したPFの割合を示している。1年目または2年目のどちらかに目標を

達成した地区は7地区中4地区である。達成できなかった部分のうち、2年目のカバナツアンと2

年目のバユガンは注記のとおりその理由がはっきりしているが、他のケースにおいて理由は複

数ある。リサール地区では、もともと高い技術が導入されていたため1t/haという数字は難しい

のではないかという意見があった。 

カブガオ地区は、天水で稲作を行っており、灌漑地区を念頭に置いて作成されているパライ

チェック、LSTのなかには、水深を保つなど実践が難しい項目が含まれているという指摘があ

った。 

 

表３－15 1t/ha以上増収した参加農家の割合 

 1年目 2年目 

 

参加農家数 1t/ha以上 

増加した 

参加農家数

割合 

（％）

1t/ha以上 

増加した 

参加農家数

割合 

（％） 

2年間の 

平均割合

（％） 

中部ルソン      

リサール 20  9 45 14 70 58 

カバナツアン 39 29 74 18  46* 60 

サン・アントニオ 42 25 59 31 74 67 

北西ルソン    

クリマオ  8  7 87  6 75 81 

カブガオ 18  5 27 10 56 42 

北部ミンダナオ  

バユガン 16  7 43  4 25** 34 
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ブツアン 12  6 50    

合 計 155 88 57 83 54 57 

* 灌漑水の到着が大幅に遅れたため。 
** 農家が同時期に田植えができなかったため害虫の被害が拡大した。 

 

指標3）コメを基本とした農業生産により参加農家の農業所得が平均15％増加する 

表３－16は参加農家の農業収入の増加割合を示している。結果はすべての地域で目標値の

15％を超えている。北西ルソンのクリマオの2004年の雨期（S1）は旱魃に襲われたため、ベー

スラインを2005年としている。また北西ルソンのカブガオの2007年の乾期（S2：2007年12月～

2008年4月）の収入が前年乾期と比べて減少しているのは台風による洪水のためである。 

 

表３－16 PFの農業収入の増加額（年間） 

中部ルソン 

リサール 収入（ベースライン） 1年目収入 2年目収入 平均上昇

 04-S1 04-S2 合計 05-S1 05-S2 合計 06-S1 06-S2 合計 割合（％）

収入（ペソ） 17,511 40,193 57,704 20,408 55,929 76,337 32,235 61,815 94,050  

増加割合   100   132   163 148 

           

カバナツアン 収入（ベースライン） 1年目収入 2年目収入 平均上昇

 05-S1 05-S2 合計 06-S1 06-S2 合計 07-S1 07-S2 合計 割合（％）

収入（ペソ） 17,806 21,404 39,210 19,738 36,380 56,118 26,353 66,296 92,649  

増加割合   100   143   236 190 

           

サン・アントニオ 収入（ベースライン） 1年目収入 2年目収入 平均上昇

 06-S1 06-S2 合計 07-S1 07-S2 合計 08-S1 08-S2 合計 割合（％）

収入（ペソ） 16,811 21,805 38,616 26,457 47,373 73,830 18,526 40,949 59,475  

増加割合   100   191   154 173 

           

北西ルソン           

クリマオ 

収入（ベースライン）

1年目収入（前年度の

マイナスが入ってい

るために当年をベー

スラインとした） 

2年目収入 

 04-S1 04-S2 合計 05-S1 05-S2 合計 06-S1 06-S2 合計 

平均上昇

割合（％）

収入（ペソ） (2,109)* 3,380 1,271 1,760 4,950 6,710 3,540 15,280 18,820  

増加割合      100   280  

*オフシーズン（雨期）の野菜栽培はプロジェクト開始以前は行われていない。 
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カブガオ 収入（ベースライン） 1年目収入 2年目収入 平均上昇

 05-S1 05-S2 合計 06-S1 06-S2 合計 07-S1 07-S2 合計 割合（％）

収入（ペソ） 4,979 1,432 6,411 2,462 15,307 17,769 3,402 8,012 11,414  

増加割合   100   277   178 228 

           

北部ミンダナオ           

バユガン 収入（ベースライン） 1年目収入 2年目収入 平均上昇

 06-S1 06-S2 合計 07-S1 07-S2 合計 08-S1 08-S2 合計 割合（％）

収入（ペソ） 13,654 10,548 24,202 20,194 24,978 45,172 23,961 23,125 47,086  

増加割合   100   187   195 191 

           

ブツアン 収入（ベースライン） 1年目収入 2年目収入 平均上昇

 07-S1 07-S2 合計 08-S1 08-S2 合計 09-S1 09-S2 合計 割合（％）

収入（ペソ） 5,322 5,295 10,617 28,139 15,295 43,434     

増加割合   100   409     

・S1：6月から10月期（雨期：中部/北西ルソン）、12月から4月（大雨期：北ミンダナオ） 
・S2：12月から4月期（乾期：中部/北西ルソン）、6月から10月（雨期：北ミンダナオ） 
・中部ルソンと北部ミンダナオは1ha当たりのコメによる収入を記載している。単位：ペソ/ha 
・北西ルソン地区ではS1は1ha当たりのコメと1,000㎡当たりの野菜栽培、S2は1,000㎡当たりの野菜栽培による

収入が記載されている。 

 

指標4）LGUsが2カ所以上の独自のDF（実証試験展示圃場）を設置する 

表３－17のとおりブツアン市が次期に開始する計画であるのを除いてDFは行われている。特

に中部ルソンでは指標にある数値を大きく超えている。これ以外にもDF開催を希望するバラン

ガイからフィルライスに相談が寄せられている。 

 

表３－17 DF数とDFを行ったサイト名 

地 区 サイト数 サイト名 

中部ルソン  

リサール  9 
Aglipay, Sta Monica, Paco Roman, Cabucbucan, Bicos, 

Del PilarⅠ,Del PilarⅡ, Maligaya, Estrella 

カバナツアン  8 
Bakero, Bagong Sikat, Bakod Bayan, Cabu, Caalibangbangan, Polilio, 

Balite, Cinco-cinco 

サン・アントニオ  5 Camajuan, Lawang Kupang, San Francisco, Santa Barbara, Santo Cristo

北西ルソン    

クリマオ  3 Lang-ayan, Tapao-Tigue, Anggapang Norte 

カブガオ  2 Salapasap, Lipit 
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北部ミンダナオ  

バユガン  2 Marcelina, Gamao 

ブツアン  0 Baan, Mahay（次期開始予定） 

合 計 29  

 

３－５ 上位目標の達成予測 

上位目標 1）ターゲット地域のコメの生産性が向上する。 

2）ターゲット地域の農業収入が増加する。 

指 標 1）対象地方自治体（LGU）の生産性が平均1t/haまで向上する。 

2）農家がコメもしくはコメを基本とした農業生産により平均15％までの収益が増

加する。 

 

指標1）対象LGUの生産性が平均1t/haまで向上する

協力農家で1t/haの生産性を達成できたのは57％である（プロジェクト目標の指標2）。インタ

ビューを通じて、DF、またはTDFから近隣農家へLSTが広がっていることが確認でき、DFに参

加した農家のなかには1t/ha以上生産性が増加したという農家も現れていた。しかしながら地方

自治体全体のバランガイ（サイト）数からすると（例えば、クリマオには23、ブツアンには86

のバランガイが存在する）、現在の技術の普及規模は小さい。今後の広がりは、フィルライスだ

けでの力ではなく、地方自治体（DF活動の推進を担う）、その他、農業研修所、灌漑公社、農

業省の地方事務所（DA-RFU）等の支援の内容、規模により、上記指標の達成が可能となる。 

 

指標2）農家がコメもしくはコメを基本とした農業生産により平均15％までの収益が増加する

プロジェクト目標の指標3において、平均値ではすべての地区の協力農家が上記の目標を達成

していること、DFのなかにも既に達成している農家があることを考慮すると、今後達成が可能

であると想定される。達成要因としては、北西ルソンの野菜栽培による収入増加及びこれまで

支出していた種子、肥料、労働力（田植え）、殺虫剤の費用の減少がある。 

他の達成要因としてコメの買い上げ価格が多少なりとも上昇していることが挙げられる。た

だし価格に比べ質の良いベトナム産の国家食糧庁（NFA）米が販売され始めたので（kg当たり

17ペソ、購入者に所得制限あり）、買い上げ価格が下落する可能性もある（一部の農家から指摘

があった）。 

懸念事項（阻害要因）は、灌漑水や天水が得られない場合に水を汲み揚げるポンプや農業機

械に使用するガソリン価格の再上昇、それに伴う肥料等の価格の上昇、種子にかかる50％の補

助金が2010年以降継続されるかどうかの見通しがたたないことである。 

また、野菜についての懸念事項は、特定の野菜（ニガウリ、カボチャ、パトラ、ナスなど）

を多くの農家が同時期に収穫すると価格が暴落する可能性があり、将来に向けて生産調整が必

要となることに注意を払う必要がある。 
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第４章 5項目評価結果 
 

5項目評価の概要は下記のとおりである。 

 

４－１ 妥当性 

プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

 

４－１－１ 必要性 

（1）プロジェクトはフィリピンの農家の生計向上に焦点を当ててきた。稲作を中心とした地

域適合型技術の改善は、農家の生計向上というニーズに応えることができる。 

 

（2）プロジェクトはフィリピンの農業政策（中期政策等）とGMA（基幹作物生産振興計画）

稲プログラムに一致している。農業省のGMA稲プログラムは、ハイブリッド/インブレッ

ドライス、認証された種子、生産性を高める地域適合型技術の促進等の高収量技術が含ま

れている。 

 

４－１－２ 日本の協力方針 

（1）プロジェクトの内容は貧困削減に資するものであり、日本のフィリピンに対する援助方

針に沿っている。 

 

（2）フィリピンの農業開発分野への協力において、農業生産性の向上は緊急の課題とみなさ

れている。農業の生産性向上において、技術の研究、開発、普及は非常に重要な分野であ

り、プロジェクトはその課題への協力を行っている。 

 

４－１－３ 日本の技術の優位性 

日本は、フィリピンと同様にアジアモンスーン気候区に位置し、主食がコメであるといった

共通点をもっている。日本では生産性の高い稲作をめざし、試験研究活動が推進されてきた。

日本のこれまでの試験・研究実績と農家の経験が、この技術協力プロジェクトを通じて、フィ

リピンの農業技術開発と普及を支援したといえる。 

 

４－１－４ ターゲット・グループの選定 

プロジェクトは、ターゲット地域として、中部ルソン、北西ルソン、北部ミンダナオの3地区

を設定している。ターゲット地区は天水依存型の二毛作地域（北西ルソン）や低日照で生産性

の低い灌漑地域（北部ミンダナオ）など農業に最適ではない条件の地区も含んでおり、フィリ

ピンにおける地域適合型技術開発という本プロジェクトの目的に対応した対象地域が選定され

ている。 

 

４－２ 有効性 

次の観点からプロジェクトの有効性は高いといえる。 
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（1）協力農家でのコメの生産性の向上というプロジェクト目標は、プロジェクト終了までに達

成される。 

 

（2）プロジェクト目標の指標4つのうち3項目（1、3、4番目）は達成されている。指標の2番目

“少なくとも70％の協力農家がコメの生産性を1t/ha増収させる”は2009年7月現在57％の協

力農家が達成している。 

 

（3）成果1-1）“TDFのコメの生産性が1t/ha増収する”は7カ所のTDFのうち6カ所で達成されて

いる。 

 

（4）他の成果の指標は既に達成されている。 

 

（5）成果とプロジェクト目標の論理は適切である。 

 

４－３ 効率性 

大部分の成果が達成されている。よって効率性は高いと判断できる。 

 

４－３－１ 因果関係 

（1）プロジェクトで実践した技術普及方法は、普及員等の農業技術者が、農家に対して高い

生産性と収益性を達成するための技術普及を効率的に行えるようにした。 

 

（2）LSTPを採用することによって、生産のための投入コストを減じることができ、その結果

収入を増やすことができた農家も多い。 

 

（3）大幅な収入増加を実現できた農家もいる一方、肥料価格の高騰のためにTDFで推奨され

た必要量の肥料を買うことができない農家もいた。 

 

４－３－２ コスト 

日本側及びフィリピン側双方の投入は時期、期間、専門性の分野においておおむね適切であ

る。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクトは下記の観点のとおり正のインパクトをもつ。 

 

４－４－１ 技術面 

TDF参加農家の多くが非参加農家へ技術を伝え始めており、非参加農家が、TDFで開発された

地域適合型技術を既に採用していた。 

 

４－４－２ 制度面 

（1）普及員と参加農家/協力農家の双方とも、TDFで学習したことを他の農家に教えることに
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積極的な姿勢を示している。 

 

（2）プロジェクトを実施した地域の地方自治体、農業研修所、農業省地方事務所（DA-RFU）、

灌漑公社等の多くの関連機関が、農業技術の普及を拡大するためのDF活動実施を支援した

い旨を表明した。 

 

（3）フィルライスは農家のコメの生産性増加のための主な戦略として、プロジェクトで実施

した地域適合型技術開発という方法を採用することとした。 

 

（4）プロジェクト活動を通じて、参加農家が組織化の必要性を認識し、協同組合を設立した

ところもある。 

 

４－４－３ 社会面 

生産性1t/ha増加を達成できなかった協力農家もあったが、農家の収入は増加した。その理由

は、TDFで学んだ技術を実践し、水田への肥料等の資材の投入量が減少したこととコメの価格の

値上がりがあったためである。 

 

４－４－４ 環境面 

害虫密度の予測と害虫の被害が少ない品種の導入により、殺虫剤の水田への使用量が少なく

なった。 

 

４－４－５ 経済面 

プロジェクトは農家の所得向上に貢献した。特に北西ルソンでは、野菜の流通量が減少する

雨期に野菜作を行うことで収入増を図り、農家の借金体質を改善すると同時に、コメの収穫時

期以外にも収入を得る手段を提供した。 

 

４－５ 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性は、地方自治体の財政面での制約等はあるが、ある程度高いと想定

される。 

 

４－５－１ 組織的要因 

（1）フィルライスは稲作と稲作を中心とした農業の技術研究・開発という使命をもつ、主要

な政府組織であり続ける。 

 

（2）TDF委員会の機能はサイトによって異なっている。TDF委員会の自立発展性を確保する

ためには、TDF実施の際にその構成員の役割を定義することが必要であった。 

 

４－５－２ 政治的要因 

プロジェクトのアプローチの手法はフィリピン政府の「コメ自給マスタープラン2009－2013」

で採用されている。 
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４－５－３ 財政的要因 

（1）農業省のGMAコメプログラムの予算のすべては、フィリピン政府から拠出されており、

引き続き予算が確保される見込みである。 

 

（2）地方自治体が主体で運営するDFへの予算は、プロジェクト（フィルライス・JICAが予算

を支出）が運営したTDFと比較すると限られているが、DFの運営においては十分であると

いえる。ただし、DFを担当する普及員の交通費の確保は課題として残されている。現在普

及員の巡回のための手当は、市によってバイクを貸し出すことで対応しているところもあ

るが、例えば300ペソなどの固定額が交通費として支給されていることが多い。その額は、

どの普及員も不足していると回答している。 

 

４－５－４ 技術面 

（1）TDF協力農家及び参加農家のほとんどは、TDFで自分たちが必要とする技術を十分学ぶ

ことができ、また学んだ技術を独力で継続できるまで身につけたと述べている。ただし、

新たな技術が研究・開発された際には、フィルライスや農業研修所からの情報提供を望ん

でいる。 

 

（2）TDF協力農家及び参加農家は、周辺のTDFに参加しなかった農家へも、学んだ技術を伝

えており、周辺農家は自分の圃場で既に技術を実践している。 

 

４－６ 結 論 

計画された活動はスケジュールどおり行われており、すべての活動はプロジェクト終了までに

完了すると見込まれる。よって、協力期間内にプロジェクト成果、及び｢参加農家での稲の生産性

が向上する｣というプロジェクト目標の達成可能性は高く、プロジェクトは2009年11月14日をもっ

て計画どおり終了する。 

    

地方自治体（LGU）や関連機関との連携を図りながらTDF-DFの設置・運営を行い、地域適合型

技術を開発・普及するという、本プロジェクトで実施したアプローチは非常に効果的であった。

今後、国家プログラムでこのアプローチが採用されることで、本プロジェクトの長期的なゴール

とするフィリピンにおけるコメ自給の達成への貢献が期待できる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

５－１－１ プロジェクト終了時までに達成すべき成果、活動 

（1）TDF-DF実施のプロセス 

LGUがDFを実施するうえでLGUの首長のコミットメントを引き出すべきである。MOA

にある義務を履行してもらうとともに、特に普及員の交通費支給など予算の割り当てが重

要である。 

 

（2）アセスメントとモニタリング 

実証圃場を造る前のアセスメントは各種の専門分野の担当者によるチームにより、地域

の農業条件、農村社会経済など、より総合的観点からの実施を徹底すべきである。普及員

の活動報告には、農家のニーズに応えられる問題点と原因を含めるようにするとともに、

フィードバックする体制を構築し技術の更新などに努めるべきである。 

 

（3）参加農家のフォロー 

TDFにおいて収量目標を達成できなかった参加農家についてはその原因究明にあたり、

地方自治体、その他関係機関との連携によって対応策を講じるべきである。 

 

（4）普及員向けAgricultural Technologists（AT）ガイドの改訂と増刷 

ATガイドの改訂、増刷にあたり、LST開発・TDF-DFによる普及手法の全容が分かるよ

うなフローチャートや普及員の規範を加え、囲み記事を設けるなどの改善を加えるべきで

ある。なお、参考資料の同時配布と、地域で使用される言語でのATガイドを用意すること

が望ましい。 

 

（5）研修を受講した普及員の活用 

TDFで269名の普及員が研修を受けており、普及員は日々の普及活動で技術普及を行って

いるが、これまでにDFを運営したのは32名である。LGUや他機関の協力によるDF活動の

拡大に伴い、研修修了者の活用を推進すべきである。 

 

（6）セミナーとワークショップの開催 

2009年に開催が計画されているセミナーは活動報告にとどまるのではなく、地方自治体、

GMAコメプログラム担当、農業省地方事務所、農業研修所等の関係者を招いて各サイトで

の今後の取り組みを5カ年計画にまとめるなど、今後の活動の継続を見据えた議論を行う

ことが重要である。 

 

５－１－２ プロジェクト終了後に達成すべき成果、活動 

（1）LSTの選択肢の提示 

LSTを検討する際に自然条件については技術的検討が十分なされている一方、農家の資

本投下能力、リスク回避の考え方、あるいは稲作への重みづけといった社会経済的な検
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討・対応を強化する必要がある。例えば、肥料価格の高騰があったためTDF参加農民が肥

料投入量を減らさざるを得なかったことが起こったが、初期調査の段階で農業経営や意識

調査などFocus Group Discussionで得られないようなこういった状況についても情報収集と

分析を行い、対策を提示していく必要性を示唆している。農民の資金へのアクセスに応じ

て、可能な投入量に見合う技術選択肢の提示や、農家の状況に応じてLSTのなかでも何が

一番重要なポイントであるかを明示して、技術適用率を上げる必要がある。 

 

（2）市場志向の生産 

市場が飽和して価格下落が起きないように、生産の多様化を図るなど市場を見据えた取

り組みとなるように更に注意を払うべきである。 

 

（3）品種開発 

高価なハイブリッド種子を不安定な生産環境下で農家が使用することは困難であるた

め、比較的安価なインブレッドをLSTで利用できるように継続的な品種開発及び普及を進

めるべきである。 

 

（4）非灌漑地向けのパライチェック 

パライチェックは灌漑が前提となっているため、非灌漑地には適さない。非灌漑地に利

用できるパライチェックも開発すべきである。 

 

５－１－３ 農業省に対して、 

（1）TCP3のアプローチと農業省の他のプログラムとの競合 

農業省により国家プログラムとして、Quick Turn Around （QTA）という三期作奨励のプ

ログラムが導入されているが、TCP3では病害虫被害の低減を目的として二期作を推奨して

いる。参加農家はQTAを受け入れていないが、周辺農家が実施するとその影響を受けるこ

とがある。LSTが確立しているところでは国家プログラムよりLSTを優先すべきである。 

 

５－２ 教 訓 

本プロジェクトの経験から、以下のような教訓が導きだされる。 

 

（1）各機関の役割 

プロジェクト実施機関及び関連機関は、プロジェクト運営にあたっての各機関の役割の明

確化及び積極的な参加のあり方について、プロジェクト開始時においてできるだけ明確に関

係者で共有すべきである。 

 

（2）プロジェクトサイトの選定 

プロジェクトサイトを選ぶにあたり、ベースラインデータ、その他情報の分析は重要であ

る。他地域での活用や波及効果を高めるためにも、実験圃場選定にあたっては、極端な悪条

件の地域は避ける必要がある。 
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（3）PDMにおける指標としての目標値 

本プロジェクトの中間評価で、それまでのPDMにあった指標の1t/ha増加という目標を平均

ではなく対象農家の7割以上が達成するという内容に切り替えた。これは突出した農家が平

均を押し上げるよりも、多くの農家に裨益すべきであるという考え方からである。一方で、

指標の数値達成のために収量増を目的としたLST開発が優先されてしまい、農家の使える技

術ではなくなってしまう危険性もあった。自立発展性を考えた際、数値目標の達成以上にプ

ロセスが重視されるということについて、関係者間での認識の共有が重要である。 

 

（4）農民学習センターの設置 

農民学習センターの設置は、農家の情報交換の場として有益であった。農民学習センター

という物理的に集う場ができたことで、農民による学習、社会活動、その他の活動が促進さ

れる。 
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第６章 団員所感 
 

６－１ 栽培/普及団員所感（技術的特記事項） 

（1）野菜作の導入 

北西ルソン地域においては、雨期に野菜を栽培することによって高収入が得られるように

なってきている。しかし、今後、野菜の栽培面積が増加すると、連作障害が懸念されるので、

同一の水田に同じ野菜を連続して作らないよう指導していく必要がある。また、今回の調査

では、雨期にもかかわらず、湿害症状は認められなかったが、今後、降雨が続くと、湿害を

受ける可能性がある。現在は、小畝を作って、ビニールマルチによって水を弾くという対策

がとられているが、湿害を受けやすい地域においては、畝を高くする、明きょを作るなどの

対策が必要であろう。 

 

（2）新品種の育成 

北西ミンダナオ島では、PJ7などのインブレッドの新品種の導入が進められている。PJ系統

は日本の品種とフィリピンの品種を交雑して育成されたものである。PJ7におけるイネシロ

オオメイガ（WSB）に強い形質や、低日射量での収量が高い形質は、日本の優良遺伝子が導

入されたことによる可能性が高い。すなわち、ジャポニカ（日本の品種）は、インディカ（フ

ィリピンの品種）に比べて、茎が細く（WSBの生活スペースが少ない）、また、高温高日射

条件での光合成能力は低いが、低温低日射条件での光合成能力は高いとする報告が多い。今

後は、日本を含めたフィリピン国外の遺伝資源を用いて、WSB抵抗性、低日射量耐性、いも

ち病耐性、白葉枯病耐性などの遺伝子の導入を更に進めていく必要がある。 

 

（3）インブレッド品種育成の強化 

聞き取り調査においては、ハイブリッド品種の利用がいずれの地域においても最も評価が

高かった。しかし、ハイブリッド品種は、種子代が高価であること、雨期の収量性は高くな

いなどの問題点がある。日本においては、ハイブリッド品種と同等の高収量が得られるイン

ブレッド品種がいくつも育成されている。フィリピンにおいても、インブレッドの多収性品

種の育成に重点を置く必要がある。また、PJ7のような、不良環境において多収でなくても、

安定した収量を得られるインブレッド品種の育成も必要である。 

 

（4）施肥管理 

MOET（Minus One Element Technique）やLCC（Leaf Color Chart）の普及が進み、適切な施

肥の時期・量・種類が農家に分かるようになったことはTCP3（Technical Cooperation Project 3：

本プロジェクト）の大きな成果である。しかし、農家は施肥の必要性を認識していても、乾

燥や洪水を恐れて高価な肥料を使わないことが多い。乾燥や洪水による肥料成分の損失の定

量化を行い、効率的な施肥の時期や量を明らかにする必要がある。 

 

（5）栽植様式 

フィリピンにおいては、田植えの際の1株苗数や株の間隔はランダムであることが多く、

現地調査においては、1株10本近くが、密植されているような場所も散見された。TCP3以降、
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正確な田植えが普及して、使用苗数の削減や田植え時間の短縮の効果を上げているように考

えられる。現在、20cm、25cm、30cmなどの株間が試みられている。株間を広げることは、

苗数の削減や田植え時間の短縮となるが、広げ過ぎると、雑草の増加や減収を招く。今後は、

地域や作期ごとに最適な栽植密度を明らかにしていく必要がある。 

 

（6）パライチェック（Palaycheck） 

パライチェックは、稲作に必要な技術を簡潔にまとめた総合パッケージである。聞き取り

調査においては、役立ったとの意見が多かったが、分かりにくいという意見もあった。総合

パッケージは理想であるが、実際には、すべてを教えるのではなく、最も重要な個別技術か

ら普及を進める方が有効なこともあろう。パライチェックが農家に受け入れられるかについ

ては、継続的に検討していく必要がある。なお、現在のパライチェックは灌漑水田用であり、

天水田用のパライチェックを作成する必要がある。 

 

（7）直播栽培 

田植え機が普及していないフィリピンにおいては、手植えから直播への移行によって、労

働力を大幅に削減することが可能である。しかし、本プロジェクトにおいては、直播栽培は

あまり普及しなかった。普及を妨げている最も大きな要因は水管理の難しさにある。灌漑設

備の整った地域は、最も普及の可能性が高いが、降雨量が多く、たん水状態が続くと、出芽・

苗立ちが不良となる。適切な播種時期の選択や出芽・苗立ち性の優れた品種の利用が有効と

考えられる。一方、北西ルソンなどの乾燥が問題となる天水田地域においては、土壌水分状

態が安定する不耕起の乾田直播栽培を試みることも考えられる。その他、スクミリンゴガイ、

鳥、ネズミ、雑草など直播栽培の抱える問題は地域によってさまざまである。わが国におい

ては、たん水状態での安定した苗立ちのためのカルパーコーティング、鳥害の防止のための

鉄コーティングなどの技術が開発されている。地域によっては、これらのコーティング技術

が有効となるかもしれない。 

 

（8）作期回数 

フィリピンにおいては、コメの自給率100％達成が大きな目標である。このため、年3作を

行うことを推奨している地域もある（本プロジェクトでは推奨していない）。しかしながら、

年3作は、病虫害の増加や作期当たりの収量の低下をもたらす。3tを3回よりも、10tを1回の

方が年間収量は高い。乾期に施肥や農薬を多投入して、ハイブリッドなどの多収品種を栽培

することによって、確実に高収量を得るという方策も考えられる。 

 

（9）まとめ 

本協力において水稲の収量増加が実証されたことは、フィルライスの高い研究・普及能力

によるところが大きい。また、PJ系統の育成、WSBの発生予察、雨期の野菜栽培などに関し

ては日本研究者の果たした役割も大きいと判断される。 

今後は、各地域での水稲生産の阻害要因を明確にして、目的指向型の研究を行う必要があ

る。そのためには、各専門分野の研究者が共同して作業を行うような体制づくりが求められ

よう。 
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６－２ 団長所感 

（1）長期的協力の有効性 

これまでフィリピンの農業研究協力の多くは、研究拠点を無償で整備して技術協力を実施

した。フィルライスへの技術協力は1992年に開始され、以降、多くの稲研究者を育成し、フ

ィリピンの農業研究機関としては常にリードする立場を維持してきている。日本の協力をベ

ースに国内で不動の地位と名声を築き上げられたことが良い事業循環を生み出してきたと

いえよう。フィリピンの国際協力を担う機関として、今後南南協力の一翼を担うことが期待

される。 

 

（2）フィリピンの食糧政策 

フィリピン政府はコメの自給率達成を2013年に置いているが、国家食糧庁（NFA）による

価格政策が懸念される。ベトナムから35ペソ/kg以上の輸入米を17ペソ/kgにまで割引して貧

困層に配布しているが、コメ価格の低下につながりかねない。200万tを輸入するだけで量的

緩和がなされて、価格低下の可能性があるにもかかわらず、補助金政策をとることで、価格

崩壊と政府資金の不足の心配がある。さらに、貿易自由化が進み関税が低く抑えられること

から一層の価格低下を引き起こしかねない。自給率達成に向けて、生産技術というよりも、

肥料価格や人件費の高騰とコメ価格の低迷といった経済要素が大きな足かせとなるであろ

う。政府として生産から流通まで一貫した政策をとることが不可欠である。 

 

（3）今後の農業協力 

本プロジェクトの経験は研究開発と普及との連携の重要性を改めて示している。専門機関

を集めて束にしたところで、業務所掌範囲内での活動にとどまる限り、農家ニーズに的確に

応えることはできない。つまり、インターディシプリナリーなアプローチは各機関において

関連機関と協調する姿勢を持ち合わせることであり、その意識を醸成させることをしないで

統合させることは無理である。そしてセクショナリズムの強い組織の多いフィリピンでは、

どの機関が指揮者としてまとめ上げるかということがカギとなろう。このように組織と制度

面に正面から向かい合う取り組みをしない限り、これまでと同様に技術の切り売りをする協

力に終わる可能性が高い。 
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PROJECT DESIGN MATRIX (PDM) for the Development and Promotion of Location-Specific Integrated High-Yielding Rice and Rice-Based Technologies (JICA TCP3)
Cooperation term: Nov. 15, 2004 - Nov. 14, 2009                                                 Implementing organization: PhilRice, Department of Agriculture Verision 3.0: As of Sept. 2007

Target areas: 7 municipalities in three target zones (Northwestern and Central Luzon, and Northern Mindanao)

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Important Assumptions
Long-term Goal / Super Goal

Overall Goal 1) No unusual climate condition occurs
2) No unusual pest and disease occurs

4) Governmental budget for rice self-sufficiency remains secured

Project Purpose 1) No unusual climate condition occurs

2) No unusual pest and disease occurs
2) At least 70% of participating farmers increase productivity of rice by 1
t/ha

3) Priority of the Philippine government on rice self-sufficiency
is unchanged

4) Municipal LGUs establish at least 2 Demonstration Farms in their
respective municipalities

Outputs 1) No unusual climate condition occurs
2) No unusual pest and disease occurs

1-2) Techno-guides

1-3) At least 3 advanced lines for tolerance to low solar radiation are tested
and at least one variety is promoted

1-3) Report

2-1) Extension manuals on the rice or rice-based farming systems  are
developed for each target area

INPUTS

1-2) Development of suitable and location-specific technology packages 1) Experts a) Long-term b) Short-term
a) PhiRice CES:      (1) TDF implementation to establish stable and high yielding rice 2) Trainings a) Trainings in Japan
                                 double  cropping technology

b) PhilRice Batac:   (1) Evaluation of vegetable cultivation tecnologies
4) Participating farmers continue rice production

c) PhilRice Agusan: (1) Development and evaluation of new variety and establishment of Pre-conditions
                               a pest forecasting sysytem for WSB 1) Counterpart personnel

                            (2) TDF implementation to establish a stable yielding rice double      a) Project Director             c) Counterpart Personnel
                                cropping technology     b) Project Managers          d) Admin/Support staff

2) Establishment of technology promotion systems
a) Organization and coordination of Technology Demonstration Farm committees
b) Production of extension materials for technical training      a) Buildings d) Water, power & communication
c)Establishment of  Demonstration Farms(DFs) by LGUs     b) Farms e) Other necessary lots & buildings
with technical support from the concerned institutions     c) Motorpool/storage

3) Cost shared by Philippine Side

1) Productivity in the target areas of rice
is increased

2) Agricultural income of farmers in the
target areas is increased

2) Income of participating farmers in TDFs and DFs increased by average of
15%

The volume of rice production corresponding to population increase is
secured

1) Baseline survey and monitoring reports

1) Productivity in the target municipalities increased  by average of 1 t/ha

1) At least 70% of participating famers adopt at least 3 components of
location-specific technologies

3) Income of participating farmers in TDFs from rice-based farming
increased by average of 15%

Rice productivity of participating farmers
is improved

Means of Verification

Official statistics

1) Agricultural statstics of the province(s)

3) Baseline survey and monitoring reports
2) Baseline survey and monitoring reports

Self-sufficiency in rice is achieved in the
Philippines

2) Baseline survey and monitoring

3) Priority of the Philippine government on rice self-sufficiency
is unchanged

5) International price of rice (imported price) does not drop
significantly

4) LGU's records on extension activities

1-1)  Baseline survey and monitoring repors

3) Social and economic conditions do not change drastically

4) Cost shared by Japan Side

Philippine Side

2-2) Seminar and workshop record (contents, participants and
level of understanding)

Japan Side
1) Budget for this Project is continuously secured by PhilRice

2) Peace and order situations in the target areas are secured

3) Number of LGU's agricultural technician is maintained and
continuously assigned

                               including vegetable and upland crops

1) Present policy of the Philippine government on rice
production remains

2) Philippine government allocates budget for PhilRice properly
without any major delay

3) Related institutions continue to participate and support the
Project

2) Facilities and equipment (existing facilities shall be mostly
utilized

                            (2) TDF implementation to establish rice-based farming system including

1) Suitable input and location-specific
technology packages are developed in
each target area

3) Equipment/materials for research, trainings and extension
services

1-1) Productivity of rice is increased by 1 t/ha in Technology Demonstration
Farms

1-2) One (1) location-specific technology package with at least 3 component
technologies is developed for each target area

2) Technology promotion systems
focused on rice technology are
established in the target areas

2-1) Extension manuals (demo farm management, materials for
extension activities)

2-2) At least 105 agricultural technicians and concerned government
personnel as well as 140 farmers are trained at the Technology
Demonstration Farm on promotion of location specific technologies

Activities 

1-1) Conduct of baseline survey and monitoring
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評価グリッド（フィリピン国高生産性稲作技術の地域展開計画終了時評価） 
評価設問 

No. 5 項目 
大項目 小項目 

必要なデータ 結     果 

1 
中期国家計画（2004-2010）、

GMA（基幹作物生産振興計画）

に変更はないか 
左記の変更（あれば） 

GMA のプログラムが増え、TDF（技術実証展示圃場）を使って農民の技術力向上ひ

いてはコメの自給を図る National Rice Self-Sufficiency 2009-2013 が 2009 年 5 月から開

始されている。QTA（Quick Turn Around）、FIELD プログラムも開始されている。

Palayamanan プログラムは引き続いて行われている。 

2 

1.フィリピンの国家計

画との整合性 

PhilRice の上記に対する位置づ

けに変更はないか 
左記の変更（あれば） 変更はない。PhilRice の vision と mandate においても変更はない。 

3 
対フィリピン国援助計画との

整合性 
貧困削減の課題開発「生計向上」の変

更（あれば） 
引き続き一致しており、日本政府はフィリピン国支援にあたり農業開発分野を重点課

題に位置づけている。 

4 JICA 国別事業実施計画 
開発課題：農林水産業の振興が格差の

是正（貧困緩和と地域間格差の是正）

に資する記述の変更（あれば） 

引き続き、格差の是正が課題である。プロジェクトは、そこに資することが期待され

ている。 

5 

2.日本の援助事業とし

ての妥当性 

日本の同様の技術支援の実績、

日本の経験の有用性 
日本の技術協力実績 

日本はフィリピンと同様にアジアモンスーン気候区に位置し、主食もコメである。日

本は生産性の高い稲作をめざし積極的に試験研究活動を推進している。日本の試験・

研究実績と農家の経験が、この技術協力プロジェクトを通じて、フィリピン国の農業

技術開発と普及を支援できることが期待されている。 

6 
3.ターゲットグループ

の妥当性 
ターゲットグループのニーズ

に合致していたか 

PhilRice 本部/2 支所、7 自治体、農業

普及員、FP（協力農家）と PF（参加

農家）の選定は正しかったか（技術レ

ベル、男女比等） 

農家のニーズは生産性と収入の増加でありプロジェクト目標と一致している。関連公

的機関のニーズは、農家の支援であり、これもプロジェクトの活動に一致している。 

7 

妥当性 

4.他ドナーとのデマケ 
他ドナーの類似事業との連

携・デマケは明確に実施されて

いるか 

IRRI、中国などとのデマケ、その他の

類似事業の情報 
IRRI（国際稲研究所）と PhilRice はコメに関する諸問題に連携して対応している。 中
国は灌漑、ハイブリッドで事業を行っているが当プロジェクトと重複はしていない。 

8 指標 1（TDF における 1t/ha の増収）

base line data（TDF 開始の前年）と TDF の 1 年目（雨期、乾期）と 2 年目（雨期、乾

期）の ha 当たりの増減をを比べて（FP）みると、中部ルソンでは Rizal が 0.39, 1.39, 0.52, 
1.04、Cabanatuan が 0.3, 0.24, 0.57, -0.23、San Antonio が 1.39, 1.49, 0.71, 0.70 である。

北西ルソンでは Currimao が 0.92, 3.61、Cabugao が 1.12, 1.02 である。北部ミンダナオ

（大雨期、雨期の順）では Bayugan が 0.72, 0.66, 1.32, 0.44、Butuan が 1.70, 0.84, 1.94
（2 年目雨期は 2009 年 11 月ごろ収穫）である。得られた数値のうち目標を達してい

るのは 23 データ中 10 である。 

9 
指標 2（少なくとも 3 componet tech.
がある LSTP の開発） 

LST 開発状況は、中部ルソンがハイブリッドと多収品種、乗用型レベラー、ドラムシ

ーダ、改良ダポッグ、節水栽培技術の 5 種、北西ルソンが天水田向け品種、乾田直播、

野菜栽培（苗床利用、簡易堆肥作成法、高品質・多収野菜品種、乾期野菜栽培技術、

雨期野菜栽培技術、野菜作付け計画表）、節水栽培技術の 4 種、北ミンダナオでは寡

照耐性品種（PJ7）、疎植栽培（25×25）、基肥重点管理、イネシロオオメイガ（WSB）
予察・防除の 4 種である。 

10 

有効性 
1.アウトプットの達成

度 

アウトプット（1）地域特有技

術（LST）パッケージ（LSTP）
の投入と対象地区での開発は

どの程度達成されているか 

指標 3（少なくとも低日照条件に耐性

を示す 3 系統の試験、1 品種の促進）

品種選抜は日比交雑系統のなかから NSIC Rc146 が低日照耐性系統として選抜され

た。その後現地実証試験で効果が確認され、2006 年に品種 PJ7 として採用された。

PJ7 の兄弟系統あるいは後代から有望系統の選抜が継続され、PJ25、PJ27、PJ32、PJ33
等が選抜された。 
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11 
指標 1（稲作と稲作を基本にしたファ

ーミングシステムの普及マニュアル）

以下の 5 種類のマニュアルが開発された。①稲作技術マニュアル－2003 年に PhilRice
から発行された“フィリピン稲作生産研修マニュアル”を基本にし、これに技術普及

手法を付け加えた稲作ガイドを英語、タガログ、イロカノ、セブアノ語版で作成し

TDF で活用した。②野菜生産マニュアル－北西ルソン地域で開発した野菜生産技術を

解説したマニュアルである。③技術普及マニュアル－TDF/DF により技術普及を図る

本プロジェクトの手法を解説したもの。「AT-Guide:農業技術者ガイドブック」④地

域別技術パッケージ－3 地域の地域適合型技術の開発と実証経過について記したも

の。⑤普及員マニュアル－農業普及活動の高度化のために、普及員が具備すべき項目

と研修カリキュラムを記述するもの。 

12 

1.アウトプットの達成

度 

アウトプット（2）対象地区に

おける技術促進制度の確立は

どの程度達成されているか 

指標 2（少なくとも 140 農家と 105 の

AT/関係者が TDF サイトにおいて

LST 研修を受ける） 

受講農家数は 851 名（ Rizal:175, Cabanatuan:248, San Antonio:262,Currimao:35, 
Cabugao:97, Bayugan:16, Butuan:18）。受講した AT 及び農業省関係者は 269 名（Rizal:35, 
Cabanatuan:55, San Antonio:39,Currimao:38, Cabugao:74, Bayugan:10, Butuan:18）、うち

DF の講師となった者は 32 名である。 

13 各地域への投入状況 
TDF 活動/フィールドデイの記録、普

及員の活動実績 

TDF は対象 7 地区のうち Butuan を除いて終了した。Butuan では 1 年半分が終了し、

残りの半年は主にコンサルテーションが行われる。フィールドデイは各地で 2～4 回、

合計 23 回行われた。インタビューによると周辺地区への啓発の意味合いはあまり濃

くなかった模様。AT は TDF 終了後も週 1 回はサイトを訪れ、新技術の紹介、フォロ

ーアップ等を行っている。PhilRice の活動は基本的に半年に 1 回のモニタリングのみ

であるが、LGU（地方自治体）の要請により技術指導を行う場合もある。PhilRice Batac
がこの点で一番活発である。 

14 

2.プロジェクトが質の

高い LSTP を提供し

ているか 

LSTP の機能状況（地方の各レ

ベルにおける理解/普及、メリ

ット/デメリット、改善案等）

普及実績、地方各レベルにおけるコメ

ント 

AT、LGU、TDF/DF 参加者から高い評価（自信がもてるようになった等）を得ている。

LST のうち品種の選定が収量増加に最も影響を与えたという回答が多かった。普及で

きていない LST も少ないながら存在するが、その理由は DF、北西ルソン、北ミンダ

ナオでは経済的理由が多い。その他の理由は文化的理由（20×20 の間隔を変えられ

ない、種を少なくまくと不安であるなど）、それ以外では結果が直接収量に現れない

LST は評価が低いという感触である。 

15 各地域への投入状況 
TDF 活動/フィールドデイの記録、普

及員の活動実績 

29 カ所で DF が終了し、2 カ所で計画中である。参加農家数は 667 である。AT が TDF
に参加し、LGU の長の了解を得て、AT が DF のほとんどの講義・実習をもつという

形で TDF-DF は普及している。DF の予算は、LGU 負担となる〔一部 ATI（農業研修

所）、PhilRice、JICA 負担あり〕ので、実習圃場の費用、AT の交通費、DF 期間等で

不満が聞かれた。しかしながら収量、収入が大幅に増加したという例は数多く聞かれ

た。 

16 

有効性 

3.プロジェクトが技術

促進システムを確

立したか 
技術促進システムの機能状況

（地方の各レベルにおける理

解/普及、メリット/デメリッ

ト、改善案等） 

普及実績、地方各レベルにおけるコメ

ント 

・DF の拡大に関しては AT の上司である LGU の長の了解が必須であるが、そこがネ

ックになっている。経済的理由、農業の優先順位等が理由に挙げられている。 
・また、PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）上の各 TDF 当たり 2DF の

開設という指標はクリアしているが、農業を主としているバランガイ数から比較す

るとその数字は小さい。 
・TDF または DF から周辺の個人農家への技術の伝播は確実に起こっており、特に北

西ルソンでは野菜畑の設立であるため目に付きやすい。 
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17 
4.プロジェクト目標の

達成度 

プロジェクト目標（PF の稲作

生産性が向上する）はどの程度

達成されているか 

指標 1（少なくとも 70％の PF が少な

くとも LST の 3 つの要素を採用する）

PhilRice から入手できたデータでは、中部ルソン 3 地区、北西ルソン 2 地区では 100％、

北ミンダナオの Bayugan では 95.6％、Butuan では 90.9％である。どの 3 項目またはそ

れ以上が採用されたのかは今後の LST 開発にあたっての重要な資料となるが詳細な

データは入手できなかった。 

18 
指標 2（少なくとも 70％の PF が生産

量を 1t/ha 増収する） 

基準年（TDF の前年と推測される）とその 1 年後、2 年後の 1t/ha を上回った農家数

のみのデータが得られた（ミニッツに添付の資料）。これは中間評価の平均収量から

変更された指標であるが、収量が極端に高い農家が平均を押し上げて全体の分布が見

えなくなるのを避けるための措置である。これによると目標の 70％を上回った地区・

年は Rizal の 2 年目、Cabanatuan の 1 年目、San Antonio の 2 年目、Currimao の 1、2
年目であり、13 項目のうち 5 つのみである。平均では 57％となっている。 

19 
指標 3（TDF を基本とした PF の収入

が平均 15％増加する） 野菜の収入の

データも収集する 

基準年（TDF の前年と推測される）とその 1 年後、2 年後の農業による収入額データ

が得られた（ミニッツに添付の資料）。それによると 2 年間の平均比は Rizal:148%、

Cabanatuan:190%、San Antonio:173%、Currimao:280%（1 年のみ）、Cabugao:1,228％、

Bayugan:191％、Butuan:409%（1 年のみ）である。 

20 

  

指標 4（地方自治体が少なくともその

自治体で 2 つの DF を設立する） 

7 対象地区のうち Butuan を除いた 6 地区では、それぞれ 2 地区以上の DF が設定され、

合計 29 地区で DF が実施された（ミニッツ参照）。Butuan ではあと半年で TDF が終

わるところにあり、DF を行う 2 地区が決定したばかりである。 

21 
PhilRice のスタッフの能力向上

はプロジェクト目標に貢献し

ているか 

技術移転を受けた C/P の人数、強化さ

れた能力の内容 
PhilRice のスタッフの能力向上は特に LST 開発に生かされたとのコメントがあった。 

22 
アウトプットとプロジェクト

目標に最も貢献した機材は何

か 

技術移転や TDF 活動、フィールドデ

イで最も重要な機材 
C/P からはどれも重要という回答しか得られなかったが、FP/PF は品種が最もよかっ

たと回答していることから、品種改良用に係る機材と推測した。 

23 
新規習得技術を活用している

か（本邦研修＋専門家から） 
TDF 活動への反映 日本側から受けた技術は、LST 開発や TDF で使用したと C/P からコメントがあった。 

24 

5.プロジェクトのアウ

トプットはプロジ

ェクト目標の達成

に貢献しているか 

プロジェクト以外に貢献した

要因はあるか 

既存のシステム/機材、財政的援助、

人的貢献、情報、メディアによる広報

等 
AT から、LGU の長の支援が一番大きな要因であるとの回答があった。 

25 

有効性 

6.目標達成を阻害した

要因 
プロジェクト目標の達成を阻

害した要因はあるか 

外部条件：1）天候不順、2）病害、3）
参加農家に社会・経済的変化が起こっ

たか 
これまでのところ起こっていない。また、1）2）3）とも起こらないであろう。 

26 
専門家の派遣人数、専門分野、

派遣時期は適切か 
派遣実績、プロジェクトのコメント 

長期専門家は、6 名（182 人月）。チーフアドバイザー、実証/普及、業務調整の分野

で派遣された。短期専門家は 11 名（22 人月）。害虫防除、節水栽培技術、農業経済、

実証/技術普及、野菜生産、農業普及教材作成の分野で派遣された。 

27 
供与機材の種類、量、設置時期

は適切か 
機材配置状況、機材利用状況、プロジ

ェクトのコメント 
適切である。合計で 3,792 万 9,000 ペソの機材が供与され、技術移転に使用された。 

28 
研修員受入人数、分野、研修内容、

研修機関、受入時期は適切か 
研修のデータ、プロジェクトのコメン

ト 
適切である。合計 16 名が、プロジェクト運営管理、実証/普及分野で、2 週間から 3
カ月半の間送られた。 

29 
カウンターパートの人数、配置

状況、能力は適切か 
配置状況（PhilRice、支部）、出張状

況 
適切である。これまで 50 名配置された〔うち CES（PhilRice 本所）35 名、Batac 8 名、

Agusan 7 名〕。 

30 
建物・施設の質、規模、利便性

に問題はないか（CES、支部）

建物・施設の現状、活用状況、関係者

のコメント 
適切である。3 地区の施設のうち Agusan には宿泊施設がないが、現在のところ緊急

な研修ニーズはなく、CES 等で代行している。 

31 

効率性 
1.投入の量・質・タイ

ミングの適切さ 

プロジェクトの運営費予算は

適正規模か 
比側負担実績、プロジェクトのコメン

ト 
適正である。日本側は 2,660 万 2,000 ペソ、フィリピン側は 1,315 万ペソ支出してい

る。 



 

 

－
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32 2.コストの適切さ 

1 回の TDF 実施に係るコスト

は妥当か 
TDF の費用、TDF の参加人数、TDF
の目的 

一収穫期（約 4 カ月）当たり 9 万から 30 万ペソの支出があった。 

33 
効率性 

3．効率性を阻害した

要因 
効率性を阻害した要因がある

か 

外部条件：1）Philrice 予算不足、2）
対象地区の治安状況悪化、3）LGU の

農業技術者減少、4）PF の離農が起こ

ったか。それ以外の阻害要因が起こっ

たか？ 

1） 3） 4）は起こっていない。2）は Agusan 地区の治安状況が改善しないため、日

本人専門家の長期滞在が見送られた。しかしながらこのことが、技術移転の遅れ等に

はつながっていない。 

34 
長期（スーパー）ゴール（フィ

リピンのコメの自給自足が達

成される）は達成されるか 

指標：人口増加を賄うコメの自給が達

成される 

コメ自給プログラム“National Rice Self-Sufficiency 2009-2013”では 2013 年に自給で

きる見込みである。DA インタビューでは、計画が順調に進めば自給の達成は可能で

あるとのコメントであった。 

35 

1.長期（スーパー）ゴ

ール達成の見込み 
長期ゴールに至るまでの外部

条件が起こる可能性は 

1）天候不順、2）病害、3）コメ自給

政策の変更、4）3）の国家予算の不足、

5）国際価格の暴落、6）稲作農家の減

少の可能性 

DA によると 1）、2）に関しての予測は難しい。しかしながらコメプログラムは阻害

要因もある程度は予測して作成しているとのこと。今年は乾期（4～5 月）に雨が降

ったので天候不順の可能性はあり得る。4）5）6）の可能性は低いとみている。 

36 
上位目標（1）対象地域の生産

性が増加する）は達成されるか

指標 1（対象自治体の生産が 1t/ha 増

収する） 

PF レベルで 1t/ha の増収を達成した農家数は 57％という数字が出ている。これを LGU
全体にまで引き上げるには、LGU や関連機関（ATI、灌漑公社、PhilRice 等）の支援

が必要である。 

37 
上位目標（2）対象地区の農家

の収入が増加する）は達成され

るか 

指標 2（稲作と稲作を基本とした TDF
と DF からの PF の収入が平均 15％増

加する） 

PF レベルでは既に達成できている。その原因は、コメの増産よりも、必要経費（種、

肥料、殺虫剤等）の節約によるところが大きい。また、北西ルソンでは野菜栽培によ

るところも大きい。よってこの指標の達成は可能と判断できる。 

38 

2.上位目標の達成の見

込み 

上位目標に至るまでの外部条

件が起こる可能性はあるか 
1）天候不順、2）病害、3）政府のコ

メ自給策の変更、の可能性 

1）、2）の予測は難しい。しかし 3）に関しては、フィリピン政府は、30 年以上もコ

メや農家の支援を引き続き行っているところから縮小することはないとみるのが妥

当である。（フィリピン側評価委員） 

39 

インパ

クト 

3.その他の波及効果は

あるか 
正または負の影響があるか 

他 region/他の PhilRice 支所/参加して

いない周辺農家等への影響 

負の影響は見当たらない。州を越えた広がりは、“National Rice Self-Sufficiency 
2009-2013”及び Palayamanan の拡大によって見られる。周辺農家への拡大は、北西地

域の視察（野菜）、TDF 参加者から近隣農家へのノウハウの伝授の事実からつかむこ

とができた。 

40 
PhilRice の運営管理能力は備わ

っているか 
各部門の機能、スタッフの配置、スタ

ッフの定着状況、モニタリング体制 

PhilRice の運営管理能力は備わっていて以下のプログラムで引き継がれる。①コメ自

給プログラム“National Rice Self-Sufficiency 2009-2013”、②Palayamanan、③DF 拡大。

①②では臨時職員を雇用したり関係機関との連携を図ることで質を保ったまま引き

継がれている。③については LGU との交渉が最も大きいが、PhilRice によるとこれ

までにノウハウが蓄積されているとのことである。 

41 

1.事業を継続するだけ

の能力が組織に備

わっているか 

プロジェクトを継続できる予

算が確保されているか 
予算請求書類、予算承認書類 

PhilRice レベルではコメ自給プログラム“National Rice Self-Sufficiency 2009-2013”及

び Palayamanan の予算があるため、実質的にプロジェクトは拡大する。しかしながら

他の面における予算の制限（事務関係費など）が厳しくなってきており、定期的にモ

ニタリングする必要がある。 

42 
C/P の研修実施能力は向上した

か 
自己研修実績、PhilRice の支援状況 

C/P の研修能力は TDF の実践を通して向上した。PhilRice レベルではコメ自給プログ

ラム“National Rice Self-Sufficiency 2009-2013”及び Palayamanan で拡大する。 

43 

自立発

展性 

2. 移 転 さ れ た 技 術

（LST）は定着・拡

大していくか（アウ

トプット 1） 
移転された技術（LST）は対象

地域内で定着・拡大していくか
関係者のコメント 

LGU レベルでは、TDF に参加した AT レベルまでは LST の開発ができるが、それ以

外の地区への拡大は AT の研修等が必要である。 



 

 

－
42

－

 

44 PhilRice の計画 PhilRice のコメント 

LSTP を LSTD（D は Development）とし、PhilRice の戦略として承認を待っている。

これは既にコメ自給プログラム“National Rice Self-Sufficiency 2009-2013”や

Palayamanan で使われている。また、DF 拡大に係る技術的支援、モニタリングを行っ

ている。 

45 LGUs の計画 市長のコメント 

・中部ルソンでは既に目標の 1TDF 当たり 2DF を超えて拡大している。これはこの地

域がコメ 2 期作の灌漑地域というほぼ水田単作地域であることも影響している。北

西ルソンでは、FP/PF から近隣農家へ野菜作のノウハウが広まっている。北部ミン

ダナオでは TDF のよさは周辺農家にも広まっているが、洪水・病虫害の影響も大

きく結果として結びついていないところもあるので、大きな広がりには至っていな

い。 
・農業を重視する市長は本プロジェクトの拡大、支援に前向きである。 

46 

自立発

展性 

3.移転させた制度 
（technology 

promotion system）は

定着されるか（アウ

トプット 2） 

移転された制度は普及してい

くか 
制度に係る評価、制度普及に係る資料

・2009 年 5 月に開始されたコメ自給プログラム“National Rice Self-Sufficiency 
2009-2013”では TDF-DF の手法を取り入れている。 

・同様に Palayamanan プログラムおいても取り入れられている。 
・プロジェクト化における DF の拡大については、LGU の長の判断によるところが大

きい。しかしそれに付随する関連機関の支援（ATI、PhilRice、灌漑公社、農業省地

域事務所など）、PhilRice による LGU への説明・説得も大きな要素である。 

 



Main Items Sub-Items

1
Are there any change in the Medium-Term Philippine
Development Plan (2004-2010) and GMA Rice
Program?

Medium-Term Philippine Development Plan (2004-2010)
and GMA Rice Program

The Project strategy is consistent with the Medium-Term Philippine Development
Plan (2004-2010) and GMA Rice Program

2
Are there any change in the position of PhilRice on
the above policy?

Vision and mandate of PhilRice No change in vision and mandate of PhilRice

3
Are there any change in the Japan's foreign aid
policy?

Japanese aid policy No change

4
Are there any change in the JICA's plan for country-
specific program implementation

Development topics of the JICA's plan No change

5
Japanese similar project in other countries, the
superiority of Japanese technology

Result of the JICA project on rice

Japan has superiority in transfer of technology, Japan also lies in the Asia-
monsoon climate zone and Japanese staple food is also rice. Japanese government
has promoting research to realize higher yields in rice production. It can be
expected that the research achievements and farmers' experiences in Japan will be
available to support the technology development and technology promotions in
the Philippines through technical cooperation projects.

6
3.Slection of the target
group

Was Project activities matched to the "target group"'s
needs?

Counterparts (CPs), LGUs, CP, AT (EW), FP, PF
Yes, Farmers' needs to increase productivity and income are the same, needs of
concerned organization to support the farmers are also the same.

7
4.Demarcation with the
other donor

Is the demarcation/linkage drawn and implemented
with the similar project of other donors?

Data of IRRI and China, comment of PhilRice
No overlapping in the target area although China and IRRI have a project on
hybrid rice. PhilRice collaborates with them.

8
(Indicator 1: Productivity of rice is increased by 1 t/ha in
TDFs)

Out of 7 sites, 5 sites attained the increase of 1t/ha. ( Rizal in C. Luzon, Currimao
and Cabugao in NW Luzon,  Tagabaca and Charito in N. Mindanao.

9
(Indicator 2: One(1) LSTP with at least 3 component tech.
is developed for each target area)

Achieved as follows: C. Luzon (Hybrid & HYV, Use of riding-type leveler, Wet
drum-seeding, Modified dapog and water-saving technology), NW Luzon
(Rainfed varieties, Dry direct-seeding, Vegetable techs and Water-saving tech.),
N. Mindanao (LSR tolerant Variety, Spacing (25x25cm), Basal application and
WSB forecast & control)

10
(Indicator 3: At least 3 advanced lines for tolerance to low

solar radiation are tested and at least one variety is
promoted.)

Achieved, The advanced lines were PJ7, PJ32 and PJ33.

11
(Indicator 1: Extension manuals on the rice or rice-based
farming systems are developed for each target area)

Achieved, Five manuals (Techno-guide on Rice Production, Techno-guide on
Vegetable Production, Technology Transfer Manual, Location-specific
Technology Package and Training manual for Agricultural Extension Workers)
were developed.

12
(Indicator 2: At least 105 agricultural technicians and
concerned government personnel as well as 140 farmers
are trained at the TDF on promotion of LST.)

269 agricultural technicians(ATs) and concerned government personnel as well as
851 farmers are trained at the TDF

13 How was the result of LSTP development? Record of Activities of TDF, Field Day and ATs Targeted No. of LSTs was developed and taught to the farmers through hands-on.

14
Was LSTP functioned (understanding/spread by LGU
personnel/farmers,  ideas of improvement by them
etc.) well?

Project Data, comment of concerned personnel/farmers at
target areas

All TDF farmers mentioned that the TDF was excellent and they were confident
with improving their productivity, and ATs mentioned that they were confident in
giving lectures with hands-on/application. Then, 29 DF has finished.

15 How is the establishment to each target area? Record of Activities of TDF, Field Day and ATs
All sites established TDFs by the assistance of LGU ATI and NIA and conducted
Field Days, Cross Visits, End-season reviews and planning workshop., followed
DF by LGUs.

16

How is the function of "technology promotion
systems" (understanding/spread of government
personnel/farmers, merit/demerit of guidebooks etc.,
ideas of improvement by them etc.)?

Project Data, comment of concerned personnel/farmers at
target areas

The TDF-DF system has functioned well. Most of the operation and the financial
requirements of DF are supported by LGU.

Evaluation Grid, Final Evaluation Study for the Development and Promotion of Location-Specific Integrated High Yield Rice and Rice-Based Technologies

1.Achievement level of
"Output"

Relevance
(to examine the
justifiability or
necessity for

project
implementation

)

2.Consisitency with Japan's
foreign aid policy and
JICA's plan for country-
specific program
implementation

Effectiveness
(to examine

project effects)

1.Consistence with the
development policy of the
Philippines

ResultData Source

Is the achievement level （Output 1)Suitable input and
location-specific technology packages are developed
in each target area） adequate?

Is the achievement level　（Output 2)Technology
promotion systems focused on rice technology are
established in the target area） adequate?

No.
evaluation

Criteria

Evaluation Items

2. Does PhilRice provide
higher quality LSTP?
(Output 1)

3. Does PhilRice establish
"technology promotion
systems"? (Output 2)



17
(Indicator 1: At least 70% of PF adopt at least 3
components of LST)

Achieved in all sites, C and NW Luzon are 100% , Charito 95.6%, Tagabaca
90.6% in N. Mindanao.

18
(Indicator 2: At least 70% of PF increase productivity of
rice by 1 t/ha)

Average rate of increase productivity is 57%. 4 sites out of 7 passed 70%.

19
(Indicator 3: Income of PFs in TDFs from rice-based
farming increase by average of 15%) Income from
Vegetable also needed to be investigated.

All sites got more than 15% increase of income. The highest was 409% due to off
season vegetable production and price increase, the lowest is 132%.

20
(Indicator 4: Municipal LGUs establish at least 2
demonstration farms in their respective municipalities)

29 DFs were established. 2 will be established at Butuan City.

21
Does the improvement of the capabilities of CPs
contribute effectiveness?

Level of the improved capabilities of CPs. Sample of
direct contributions to "output" and "Project Purpose"

Improvement of capabilities of CP enabled to develop LST at TDF level.

22
What are the equipment that contribute best to the
attainment of "output" and "Project Purpose"?

The list of the equipment which are most important at
technology transfer, TDF activities, Field Day etc.

The equipment for the Variety research at PhilRice, because most of the farmers
answered that most contributed item for increased productivity is variety.

23
Do CPs use newly-learned technology gained from
experts or training in Japan to Project activities?

Technical transfer by CP at TDF activities, Training
Curriculum in Japan, and from experts)

CPs used the technology in their research or in implementing TDF activities.

24
Are there any other contributing factors to Project
besides Project activities?

Existing systems/equipment, financial support, human
contribution, information, media report etc.

In DF activities, some of ATs answered that the support from the mayor is the
best.

25
6.Factors blocked to attain
"Project Purpose"

Was "Important Assumptions" occurred?
1) unusual climate, 2)unusual pest and diseases, 3) Change
of social and economic conditions of participating farmers

It was not occurred.

26
Were the number of experts dispatched, their field of
expertise and the timing of the dispatch appropriate?

List of fields of experts, comment by Project

Appropriate, 6 long-term experts on Chief advisor, Demonstration/Technology
Promotion, Rice Evaluation and Selection, Coordinator were dispatched. 6 short-
term experts on White Stemborer Forecasting and Management, Water saving
Technology in vegetable Production, Agriculture Economics,
Demonstration/Technology Promotion, Weeds Management were dispatched.

27
Were the types, quantity and the timing of the
instillation of provided equipment appropriate?

List of equipment (Distribution, utilization), comment by
Project

Appropriate, total amount of 37,929,000 peso of equipment was provided.

28
Were the number of accepted trainees, the fields, the
training

List of training in Japan, TDF other trainings, comment by
Project

Appropriate, 16 CPs are/were sent to Japan for training.

29
Were the number of CP, distribution, ability
appropriate?

Organization Chart (including branches), Status of the
participation of TDF activity

Appropriate, 50 CPs are assigned from the beginning to present. 29 CPs are
assigned as of July 2009.

30
Are there any problems of the quality/ size/
accessibility of the building (3 sites)?

Status of the building (problems, utilization)、Comment of
Project

No accommodation facilities in PhilRice Agusan. But training is being conducted
continuously. No problems in other items.

31 Is the expense of total amount appropriate? Budget of Philippine side by sites, comment of Project
Appropriate, Japan provides 26,602,000peso and Philippines provides 13,150,000
peso.

32 Appropriateness of the expense per TDF activity Expense (per month), No. of participated farmers of TDF
Appropriate, input for TDF per season (4 months) are from 90,000 to 300,000
peso.

33
3．Factors that blocked the
efficiency

Are there any blocking factors for efficiency?

Occurrence of "Important Assumptions" 1) lack of budget
of PhilRice, 2）Worse peace and order situations in the
target areas, 3) Decrease of the agricultural technicians in
LGUs, 4) stop of rice production by cooperation farmers

Technical transfer to CP of PhilRice Agusan was implemented by short trip from
PhilRice CES. However, the negative factors could not be seen. Other negative
factors can not be seen.

34
Will the "Long-term Goal / Super Goal" (Self-
sufficiency in rice is achieved in the Philippines) be
attained?

(Indicator : The volume of rice production corresponding
to population increased is secured.)

In the "National Rice Self-Sufficiency 2009-2013",target year of self-sufficient of
rice is 2013. According DA, it will be attained if the condition meets.

35
How is the possibility to occur "Important
Assumptions"?

Possibility of 1) unusual climate, 2) unusual pest, 3)
change of the priority of rice sufficiency, 4) decrease of the
Governmental budget of rice self-efficiency 5) drop of
international rice price, and 6) decrease of rice-growing
farmers.

According DA, it is difficult to predict the climate and insects etc, However, DA
formulates the plan with considering the hindering factors. The possibility is not
low, as there is rain in dry season over Luzon Island. 4)-6) will be low possibility.

36
Will "Overall Goal"  (1) Productivity in the target
area of rice is increased) be attained?

(Indicator 1: Productivity of the target municipalities
increased by average of 1 t/ha )

Although some DF farmers got 1t/ha, average increase of 1t/ha depends on the
follow-up and expansion of DF. The role of LGU gives big influence.

4. Achievement level of
"Project Purpose"

5. Is the "Output" of the
Project contributed the
achievement of the "Project
Purpose"?

How is the level of attainment of "Project Purpose"
Rice productivity of participating farmer is
improved)?

Impact
(To examine
the outside

Efficiency
(To examine

project
efficiency)

１．Appropriateness of the
quantity/quality/timing of
the input by both sides

１．Forecast for attaining
"Long-term Goal / Super
Goal"

2．Appropriateness of the
cost



37
Will "Overall Goal"  (2) Agricultural income of
farmers in the target areas is increased) be attained?

(Indicator 2: Income of PFs from rice or rice-based farming
in TDFs and DFs increased by average of 15% ) The data
will be calculated only from the collected data for 7
municipalities by questionnaire and interview.

As all TDF got 15% increase, and many DF mentioned the much increase of
income, to attain 15% increase of rice will be not difficult.

38
How is the possibility to occur "Important
Assumptions"?

Possibility of 1) unusual climate, 2) unusual pest, 3)
change of the priority of Philippine Government on rice
self-sufficiency

1) and 2) are difficult to predict. But Occurrence possibility of 3) is low due to the
continuous policy to assist rice production for more than 30 years

39
３．Are there other effects to
outside the Project?

Are there any positive or negative effects?
The effect to other countries, PhilRice branches,
surrounding farmers near TDF/DF who have not joined
TDF/DF

The production by non-participated farmers after technical transfer of TDF
participating farmers is the positive effect.

40
Has PhilRice already equipped with the implementing
capabilities to continue and expand the Project ?

Function of each department/branches, system of
improving capabilities of staff/ system of monitoring
activities and feedback

PhilRice has started "National Rice Self-Sufficiency 2009-2013" which aim self -
sufficiency of rice using LSTP. So PhilRice has equipped the capability.

41
Will PhilRice secure the enough budget to continue
Project?

Requesting/Accepting budget papers (2010 and future)
PhilRice got the budget for "National Rice Self-Sufficiency 2009-2013" and
Palayamanan and operation expense in 2009 as the same amount of 2008.

42
Do CPs have enough capability? Does PhilRice has
system to improve capabilities of the staff?

Comment by CP, Training system for the staff of PhilRice
PhilRice has linkages with universities for the research, and sending staff for
degree and non-degree courses locally and internationally.

43
Will LSTP be continued and expanded in the target
area and how?

Comment by Project/LGU/MAO/ AT, planning paper
(2010 and future)

By "National Rice Self-Sufficiency 2009-2013" and PhilRice negotiates on
expanding DF activities with mayors.

44
Will PhilRice have a plan to continue Project after
Nov. 2009?

Comment by Project, planning paper (2010 and future)
PhilRice improved the LSTP and extend through "National Rice Self-Sufficiency
2009-2013" and assists DFs through technology transfer.

45 Will LGUs have a plan to extend DF? Comment by mayors, planning paper (2010 and future)
In Central Luzon, DF sites are expanding. In other areas, 2 DF per TDF site have
started or finished or planned.

46
Will the "technology promotion systems" be accepted
to other areas? And Why?

Evaluation/comment for the system
In the "National Rice Self-Sufficiency 2009-2013", technology promotion system
has been accepted in some municipality in other areas. It has started in May 2009.

１．Have PhilRice already
been equipped with the
capabilities to continue
Project by itself?

3．Is "Technology
promotion systems"
accepted and continued?
(Output 2)

2．Will LSTD be continued
in the target area? (Output
1)

Sustainability
(to examine the
sustainability

after the end of
the cooperation

of JICA)

effects  of the
Project) ２．Forecast for attaining

"Overall Goal"
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カウンターパートリスト 
as of July 2009 

Name of PhilRice 
Counterpart/Position 

Specialization 
Title and Period of Training 

in Japan 
Name of Japanese 
Experts/Position

Component 
Activity 

Working Period at 
PhilRice 

Remarks 

PhilRice CES       

Atty. Ronilo A. BERONIO                
Executive Director 

Administration/ 
IPR Protection 

Administration of the 
Institute  
1995.05.24 - 1995.06.13 

2008.07.01 - 
present 

1 

Dr. Leocadio S. SEBASTIAN           
Executive Director  

Administration/ 
Plant Genetics 

Administration of the 
Institute  
1999.08.23 - 1999.09.10 

2004.11.14 – 
2008.07.11 

Retired from 
government 
service effective 
2008.07.11 

Dr. Edilberto D. REDOÑA 
Deputy Executive Director for R&D 

Administration/ 
Plant Breeding 

 

 2004.11.14 – 
2006.08.31 

Retired from 
government 
service effective 
2006.08.31 

Dr. Madonna C. CASIMERO            
Officer-in-Charge (OIC)  
Deputy Executive Director for R&D 

Administration/ 
Weed Science and 
Management 

 2006.09.01 – 
2008.7.31. 

Retired from 
government 
service effective 
2008.08.01 

Dr. Eulito U. BAUTISTA 

Officer-in-Charge (OIC)  

Deputy Executive Director 

Administration/ 
Agricultural 
Engineering 

PhD in Agricultural 
Engineering through JSPS 

Mr. Moriyuki 
SHIGYO  
Chief Adviser 
(2004.11.15- 
2007.11.14) 
 
Dr. Nobuyuki 
KABAKI 
Chief Adviser 
(2007.11.14-
present) 
 

Project 
management 
 

2008.09.01 - 
present 

2 

Mrs. Teodora L. BRIONES               
Head, Planning and Collaborative 
Programs Office (PCPO) 

Project Planning, 
Coordination, 
Monitoring, and 
Statistics 

Information Processing 
1998.03.31 - 1998.05.31 

2004.11.14 - 
present 

3 

Mrs. Fidela P. BONGAT 
Development Management Officer 
III, PCPO 

Project Planning, 
Coordination, 
Agribusiness, and 
Environmental 
Economics 

Master Program in Global 
Agriculture (Environmental 
Economics) 
2002.09.11–2005.03.26 

Mr. Ryosuke ITO 
Coordinator 
(2004.11.15 -
2007.11.14) 
 
Mr. Toshitaka 
KOBAYASHI 
Coordinator 
(2007.11.08-
present) 

Project 
management and 
Coordination 

2005.04.01 - 
present 

4 
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Name of PhilRice 
Counterpart/Position 

Specialization Title and Period of Training 
in Japan 

Name of Japanese 
Experts/Position

Component 
Activity 

Working Period at 
PhilRice 

Remarks 

Mrs. Karen Eloisa T. BARROGA 
Program Leader, Technology 
Promotion 

Development 
Communication 

Audio-visual Education 
1995.08.22 - 1995.09.23 

Mr. Moriyuki 
SHIGYO  
 (As mentioned) 

Demonstration/       
Technology 
Promotion 

2004.11.14 – 
2006.05.01 

On study leave 
effective 
2006.05.01 

Engr. Leo C. JAVIER                         
Program Leader, Technology 
Promotion 

Agricultural 
Engineering/ 
Extension 

Agriculture Extension 
Service  
1998.03.16 - 1998.04.25 

2006.06.01 – 
2008.09.01 

Assigned to 
another program 

Mrs. Kathleen D. SOLIS 
Senior SRS, Development 
Communication (DevComm) 

Development 
Communication 

 2004.11.14 – 
2007.02.15 

Resigned from 
PhilRice effective 
2007.02.16 

Ms. Diadem B. GONZALES             
Sr. SRS, DevComm 

Development 
Communication/ 
Social Science 

JICA Friendship Program 
2006.06.21 – 2006.07.13 

Mr. Moriyuki 
SHIGYO  
 (As mentioned 
above) 
 

Demonstration/       
Technology 
Promotion 

2007.02.16 - 
present 

On study leave 
effective 
2008.01.01 

Dr. Manuel Jose C. REGALADO 
Program Leader, Technology 
Promotion 

Agricultural 
Engineering 

PhD in Agricultural 
Engineering through JSPS 

Dr. Nobuyuki 
KABAKI (as 
mentioned above)

Demonstration/       
Technology 
Promotion 

2008.09-01 - 
present 

5 

Mr. Erik-Ray Matthew S. 
PALOMAR 
Science Research Specialist, 
DevComm 

Development 
Communication 

Digital Video Production for 
Education and 
Dissemination 
2007.08.14 – 2007.12.01 

Mr. Moriyuki 
SHIGYO  
(As mentioned 
above) 

 2006.01.02 - 
present 

6 

Engr. Artemio B. VASALLO  
Supvg. Science Research Specialist, 
TMS                               

Agricultural 
Engineering/ 
Extension 

Agricultural Machinery 
Testing & Evaluation 
1995.02.27 -1995.06.23 

Dr. Nobuyuki 
KABAKI (as 
mentioned  

 2004.11.14 – 
2007.06.30 

7(Designated OIC 
Agusan Branch 
Manager effective 
July 2007)  

Mr. Ruben B. MIRANDA  
Chief SRS, Technology Mgt & 
Services (TMS)                                  

Agricultural 
Extension 

Agricultural Extension 
Planning & Management 
2005.05.15 –2005.08.18 

above)  2004.11.14 - 
present 

8(designated as 
OIC Deputy 
Executive Director 
for Development 
effective May 1, 
2009      
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Name of PhilRice 

Counterpart/Position 
Specialization Title and Period of Training 

in Japan 
Name of Japanese 
Experts/Position

Component 
Activity 

Working Period at 
PhilRice 

Remarks 

Engr. Aurora M. CORALES              
Senior SRS, TMS 

Agricultural 
Extension 

Administration for Rural 
Development 
2006.09.24 –2006.11.30 

2004.11.14 – 
2007.05.31 

On study leave 
effective 
2007.06.01  

Mrs. Celia G. ABADILLA                 
Science Research Specialist, TMS 

Agricultural 
Extension 

Agricultural Extension 
Planning & Management 

2007.05.22 –2007.08.13 

2004.11.14 - 
present 

9 

Mr. Joel V. PASCUAL 
Science Research Analyst, TMS 

Agricultural 
Extension 

Role of Agricultural 
Cooperatives to be Played in 
Activation of the Rural 
Economy 
2007.05.09 – 2007.07.13 

2004.11.14 - 
present 

10 

Mrs. Ofelia C. MALONZO 
Science Research Specialist, TMS 

Agricultural 
Extension and 
Communication 

Agricultural Extension 
Planning & Management 
2008.07.08 – 2008.09.12 

Mr. Moriyuki 
SHIGYO  
(as mentioned 
above) 
 
Dr. Nobuyuki 
KABAKI 
 

Demonstration/       
Technology 
Promotion 

2007.04.01 - 
present 

11 

Dr. Sergio R. FRANCISCO 
Program Leader, Impact and Policy 
Research Program 

Agricultural 
Economics 

 2007.03.01- 
present 

12 

Mrs. Flordeliza H. BORDEY 
Head, Socio-Economics Division 
(SED) 

Agricultural 
Economics 

JICA Friendship Program 
2003.05.  – 2003.06 

2004.11.14 – 
2006.07.31 

On study leave 
effective 
2006.08.01 

Dr. Irene R. TANZO                          
Head, SED 

Social Science  2006.08.01 - 
present 

13 

Mr. Ronell B. MALASA                    
Science Research Specialist II, SED 

Social Science Impact Assessment of 
Agricultural Technologies 
2008.06.09-2008.07.11 

2004.11.14 – 
present 

14 

Mr. Marco Antonio M. BALTAZAR 
Science Research Specialist, SED 

Social Science  

Mr. Moriyuki 
SHIGYO (as 
mentioned above), 
Dr. Kyoichi 
MIYATAKE 
(Short Term) 
and Dr. Kenji 
Suemitsu (Short 
Term) 
 

 

2004.11.14 – 
present 

15 
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Name of PhilRice 
Counterpart/Position 

Specialization Title and Period of Training 
in Japan 

Name of Japanese 
Experts/Position 

Component 
Activity 

Working Period 
at PhilRice 

Remarks 

Mrs. Thelma F. PADOLINA                
Chief SRS, Plant Breeding and 
Biotechnology Division (PBBD) 

Plant Breeding Plant Breeding 1997.06.02 - 
1997.11.01 

Dr. Tadashi 
TAKITA 

Rice Evaluation 
and Selection 

2004.11.14 -
present 

16 

Mrs. Emily R. CORPUZ                      
Senior SRS, PBBD 

Plant Breeding Plant Breeding 1993.05.06 -
1993.11.13 

   17 

Mr. Jose A. ORCINO 

Science Aide, PBBD 

Plant Breeding     18 

Mr. Edwin C. MARTIN 

Senior SRS, CPD 

Crop Protection  Dr. Hirohiko 
MORITA 

Weed Management 2008.08.08-
2008.08.31 

19 

PhilRice Batac       

Dr. Reynaldo C. CASTRO                   
Station Manager, PhilRice Batac 

Agricultural 
Engineering/ 
Extension 

Development and Extension 
of Rice Production 
Technique 
2005.07.12 – 2005.07.29 

Mr. Kunio INOUE
(2004.11.15-
2007.11.14) 
Dr. Nobuyuki 
KABAKI 
(as mentioned 
above) 

Project 
management 
 

2004.11.14 - 
present 

20 

Mrs. Evangeline P. AGRES                 
Senior SRS, PhilRice Batac  

Agricultural 
Extension/Pest 
Management 

Agricultural Extension 
Planning & Management 
2007.05.22 – 2007.08.13 

 21 

Mrs. Alma C. AGUINALDO               
Senior SRS, PhilRice Batac 

Agricultural 
Extension 

Agricultural Extension 
Planning & Management 
2005.05.15 –2005.08.18 

 22 

Engr. Noel D. GANOTISI                   
Senior SRS, PhilRice Batac 

Agricultural 
Engineering 

  23 

Mrs. Presentacion C. ALQUIZA          
Senior SRS, PhilRice Batac 

Agricultural 
Extension 

 

 Mr. Kunio 
INOUE (as 
mentioned above), 
Mr. Akimasa 
NAKANO (Short 
Term), and Dr. 
Kenji Suemitsu 
(Short Term) 

Demonstration/ 
Technology 
Promotion 

 Resigned effective 
2007. 08.01 
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Name of PhilRice 
Counterpart/Position 

Specialization Title and Period of Training 
in Japan 

Name of Japanese 
Experts/Position 

Component 
Activity 

Working Period 
at PhilRice 

Remarks 

Engr. Mary Ann U. BARADI              
Senior SRS, PhilRice Batac 

Agricultural 
Engineering 

   2004.11.14 – 
2007.05.31 

On study leave 
effective 2007.06.01 

Mrs. Nida Q. ABROGENA                  
Senior SRS, PhilRice Batac 

Agricultural 
Economics 

 

Mrs. Bethzaida M. CATUDAN           
Senior SRS, PhilRice Batac 

Agricultural 
Economics 

 

Mr. Kunio 
INOUE, Dr. Kyo- 
ichi MIYATAKE 
(short-term), and 
Dr. Kenji Suemitsu 
(Short- Term) 

Demonstration/ 
Technology 
Promotion and 
Agricultural 
Economics 

2004.11.14 - 
present 

24,25 Worked with 
Dr. MIYATAKE 
was from 
2007.07.02-
2007.08.30 and and 
Dr. Suemitsu, 
2008.03.-2008.08. 
and 2008.09.28-
2009.03.08 

Mrs. Anielyn Y. ALIBUYOG 
Senior SRS, PhilRice Batac 

     26 

Mr. Leo INOCENCIO 
Science Res Assistant 

     27 

Mr. Meljoy GAPPI 
Science Res Assistant 

     28 

PhilRice Agusan       

Dr. Caesar Joventino M. TADO           
Station Manager, PhilRice Agusan 

Agricultural 
Engineering 

Development and Extension 
of Rice Production 
Technique 
2006.09.04 –2006.09.16 

Mr. Moriyuki 
SHIGYO (as 
mentioned above)

  Assigned to other 
station effective 
2007.07.01 

Engr. Artemio B. VASALLO  

Officer-in-Charge Branch Manager, 
PhilRice Agusan                               

Agricultural 
Engineering/ 
Extension 

Agricultural Machinery 
Testing & Evaluation 
2008.07.14 – 2008.08.01 

Dr. Nobuyuki 
KABAKI (2007. 
06.04 -present) 

Rice Selection and 
Evaluation and  

2004.11-14 - 
present 

As OIC Branch 
Manager of 
PhilRice Agusan 
effective 2007.07.01 

Mr. Dexter B. BASTASA                     
Science Res Specialist  

Plant Breeding Breeding Technologies 
2008.07.14 - 2008.08.23 

Dr. Tadashi 
TAKITA 
(2004.11.15-
2007.3.31) 

Demonstration/       
Technology 
Promotion 

2004.11.14 – 
2007.06.30 

29 
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Name of PhilRice 
Counterpart/Position 

Specialization Title and Period of Training 
in Japan 

Name of Japanese 
Experts/Position 

Component 
Activity 

Working Period 
at PhilRice 

Remarks 

Mrs. Corsennie A. MABAYAG           
Science Res Specialist,  
PhilRice Agusan 

Agricultural 
Extension 

Agricultural Extension 
Planning & Management 
2005.05.09 –2005.08.12 

  2004.11.14 – 
2007.05.31 

On study leave 
effective 2007.06.01 

 Mr. Abner T. MONTECALVO  
Supvg. SRS, PhilRice Agusan               

Agricultural 
Extension 

 Dr. Nobuyuki 
KABAKI 

 2007-07.01 - 
present 

30(starting 
2007.07.01) 

Dr. Alejandra B. ESTOY 
Supvg. Sci. Research Specialist, 
PhilRice Agusan 

Pest 
Management/ 
Crop Protection 

Pest Forecasting and Control
2008.09.01 – 2008.10.31 

2004.11.14 - 
present 

31 

Dr. Gerardo F. ESTOY 
Supvg. Sci. Research Specialist, 
PhilRice Agusan 

Pest 
Management/ 
Crop Protection 

 

Dr. Tomonari 
WATANABE 
(Short Term) 

White Stemborer 
Forecasting and 
Management 

 32 

 





























































































 

 

６．パラヤマナンについて 
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パラヤマナンについて  

 

パラヤマナン(Palayamanan、英語で There is wealth in the farm.という意味)は、GMA

（基幹作物生産振興計画）プログラムの一環で、米作を中心としながらそれぞれの地

区に合った野菜、家畜飼育、養殖、果実等を組み合わせて農家に対して技術指導を行

い、農家の生活 /生計向上に寄与するプログラムである。パラヤマナンは本プロジェク

トの実証圃場を取り入れているので、本プロジェクトの成果の広がりを示す例として

記述する。  

対象地区は、米作に十分な水を得られない（天水に頼る、灌漑水が十分に得られな

い、海水が影響する、気温が低い高地）地域、先住民族が住む地域、治安が不安定な

地域など米作に適しないまたは食糧の安全が脅かされている地域である。  

パラヤマナンは、入手した資料によると、 2004 年から既に開始されているが、

PhilRice によると現在でも試行段階である。PhilRice Batac 支所は、パラヤマナンの実

施の拠点となっており、LGU（地方自治体）や関連機関（大学など）との調整を図っ

ている。  

 

パラヤマナンの概要は以下のとおり。  

目標（ゴール）：（農業が）不安定で食糧（供給）が不安定な耕作地域の食糧供給と繁

栄を高める。  

Enhance food security and prosperity in the fragile and food insecure 

farming communities. 

目的：稲作中心の耕作システムを改良して（より）増産、利益を生み、競争力があり、

継続的な地域にする。  

特に現地の環境に合ったモデルの構築、意思決定者としての地元関係者と農民

の能力向上、技術促進と商業化を高めるフィードバックを集め、計画と戦略を

発展・実証する。  

To transform rice-based farming systems domain into a productive, profitable, 

competitive and sustainable communities. 

 

パラヤマナンの特徴は以下のとおり。  

1. プロジェクトの期間（1LGU に対する支援期間）は約 3 年間である。最初の 2 年間

は、PhilRice が運営、資金と技術を主導する。最後の 1 年、PhilRice は技術指導等

は行うものの、運営等に関しては徐々に現地パートナーに移行する。  

2. 受け入れた LGU（や NGO）に対し 3 年間財政支援(1 年当たり 10 万ペソ＝約 20 万

円)を行う。その割合は、65％が動植物等の投入、25％が能力向上(Farmer’s Field 

School：FFS、Field Day)、10％が事務用品・通信費・交通費である。  

3. 要請に応じて初めに相談会（Consultation Meeting）及び技術要約説明（Technical 

Briefing）を行う。  
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4. AT（農業普及員）や他のサポートスタッフの参加を LGU に要請する。AT に対し

技術的支援を行う（PhilRice における 4 カ月研修など）。  

5. DA-RFU（農業省地域事務所）、PAO（Philippine Accreditation Office）、MAO（Municipal 

Agricultural Office）から成る運営委員会（Steering Committee）を結成し、四半期

ごとに開催する。  

6. PAO、MAO、ATs、PhilRice Coordinator、Farmer Partners Organization の議長から成

る州運営委員会（Provincial Committee）を運営委員会の下に結成する。  

7. コアサイトを選定する。現地パートナーから推薦された地区を以下の基準で選定

する。  

（1）所属 LGU が自治体開発計画など類似の計画をもっていること  

（2）水の供給にサポートを得られ、作物の多様性をもった地域を代表する米作地

域であること  

（3）交通の便が良く治安上問題がないこと  

（4）農民の参加意欲が高いこと  

8. Focus Group Discussion(FGD)を使って、データ収集のため PRA（Participatory Rural 

Appraisal）を行う。  

9. FP（協力農家）を選定する。  

10. Participatory Planning を行う。  

11. 能力向上を図る。  

12. FFS を実施する。FFS を行うセンターを建てる。  

13. モデルファームを発展させ、シードバンクを設立し、Cross Visit、Field Day 等を行

う。  

14. パラヤマナン・モデル・ファームを作成し、モニタリング・評価を行い、報告する。 
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